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・地域公共交通バリアフリー化調査事業           :熊本市移動等円滑化推進協議会 

 

（２）地域公共交通調査事業等に対するアドバイス、評価検討 

 

（第二部） 

（３）事業評価の報告について ～ 各報告及び質疑 ～ 

・離島航路運営費等補助事業      ：津久見～保戸島航路運営協議会 

・確保維持改善事業（地域間幹線バス）    ：長崎県バス対策協議会 

・確保維持改善事業（フィーダーバス）    ：田川市地域公共交通会議 

・新モビリティサービス推進事業       :九州各県 MaaS 実行委員会等連絡会 
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〇日向市の地域公共交通の概要
日向市の公共交通は、南北を結ぶ鉄道（JR九州日豊本線）や北の延岡地域、
西の日向入郷地域を結ぶ路線バス（宮崎交通）を幹線とし、これらの幹線を補
完する路線として、市が自家用有償旅客運送の形で、市街地エリアに８路線、
南部地域１路線の定時定路線型の市民バス、東郷・平岩・美々津・細島など、
人口が少ない地域を運行する予約型乗合バス等９路線にて形成されている。
多様な交通モード、事業者にて日向市の公共交通が形成されているが、
自家用車依存の浸透、人口減少やコロナ禍による利用者の減少により、
従来のままでは既存交通の維持が困難な状況となっている。

〇調査事業の主な内容
・地域の移動実態、公共交通に対するニーズ調査
市民アンケート調査、公共交通利用者調査、事業者アンケート調査等

・地域公共交通の課題の分析や整理
・実現に向けた施策の検討及び地域公共交通計画（案）の取りまとめ
・地域公共交通会議の開催
①R4年 5月：計画作成の提案、②R4年8月：調査概要、スケジュール
③R4年11月：アンケート調査結果説明、④R5年1月：計画素案の協議
⑤R5年3月（予定）：計画原案の協議

日向市地域公共交通会議
調査事業の概要

事業名：令和４年度地域公共交通調査事業（地域公共交通計画策定事業）

合併状況： 平成18年2月に東郷町を編入合併
人 口： ５８，２４６人 （令和５年１月現在）
面 積： ３３６．８９ｋ㎡ 過疎地域等指定：一部過疎（旧東郷町地域）
高齢化率： ３３．５％ （令和３年１０月現在）
補助対象の系統数： ２２系統（確保維持事業のみ）
自治体負担額： R2 19,068千円、R3 23,025千円、R4 28,833千円
協議会開催数： 協議会５回（R5.3開催予定含む）

基礎データ

調査前の地域交通状況（Ｂｅｆｏｒｅ）

調査後の地域交通計画（Ａｆｔｅｒ）

☆自家用車移動が主な交通手段

日常の移動手段→「車を運転69．4%」「家族等送迎7.7%」→ 合計77.1% 
公共交通利用者は3.7% → 車で移動する市民がほとんどで公共交通利用者は少ない

☆公共交通への期待
利用者負担や財政負担が増加しても公共交通サービスの拡充をすべき 44.0%
同程度の負担の中で、効率化等に取り組み可能な限り公共交通の維持 30.3% 合計 74.3%
→ 自家用車主体の移動実態であるものの市民は公共交通の拡充、維持を望んでいる

☆高齢者等の移動手段の確保
運転に関する考え方 → 運転は苦にならない82.6%

不安なためできれば控えたいが他に交通手段がない 8.2％
市内高齢化率 33.5% → 高齢化の進展による高齢者の移動手段の確保が必要

☆交通不便地域・時間の解消
市内のほぼ全域に公共交通は網羅。ただし、週1、2日の運行地区や1日の便数が
限られている路線もあり、外出することをあきらめている意見もあった。

移動手段がない時（総数92） → 外出するのをあきらめる 16.3％
運転ができなくなる市民が増加することが予想されるため、市民の外出機会の創出が必要

主な状況

主な課題

将来にわたり市民のくらしをつなぎ、移動を支える
公共交通ネットワークの実現

公共交通の相互連携及び機能分担
による誰もが利用しやすい
交通環境の提供

将来にわたり持続可能で
“コンパクト・プラス・ネットワーク”を
支える交通軸の形成

新たな公共交通サービスの導入による
公共交通不便地域への対応

観光や商業等、まちづくりにおける
他分野との連携

運行情報の一元化による利便性向上
及び利用を促進する取組みの実施

― 基本方針 ―

【日向市の交通モード】
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別添１

令和　5年　1月　27日

協議会名：日向市地域公共交通会議

評価対象事業名：地域公共交通計画策定事業

①事業の結果概要
③生活交通確保維持改善計画又は

地域公共交通計画等の
計画策定等に向けた方針

　

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（計画策定等に係る事業）

②事業実施の適切性

〇調査事業の主な内容
　・地域の移動実態、公共交通に対するニーズ調査
　（アンケート調査3,000人、回収率36％、OD調査等）
　・地域公共交通の課題の分析や整理
　・実現に向けた施策の検討及び地域公共交通
　　計画（案）の取りまとめ
　・地域公共交通会議の開催

A 事業が計画どおり適切に実施されている。

日向市地域公共交通計画の基本方針は以下のとおり

・公共交通の相互連携及び機能分担による誰もが
　利用しやすい交通環境の提供
・将来にわたり持続可能で“コンパクト・プラス・
　ネットワーク”を支える交通軸の形成
・新たな公共交通サービスの導入による公共交通
　不便地域への対応
・観光や商業等、まちづくりにおける他分野との連携
・運行情報の一元化による利便性向上及び利用を
　促進する取組みの実施
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渚百選　お倉ヶ浜
２０２３年２月
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人　　　口：　　５８，２４６人　（令和5年1月現在）
面　　　積：　　３３６．８９ｋ㎡　
高齢化率：　　３３．５％　（令和3年10月現在）
補助対象の系統数：　２２系統
自治体負担額：
R2 19,068千円、R3 23,025千円、R4 28,833千円
協議会開催数：　協議会５回（R5.3開催予定含む）

〇日向市の概要

宮崎県北部に位置する
県内では4番目の人口規模の都市

〇交通の状況
　宮崎空港から日向市内まで
　JRや高速道路で1時間から1時間半

　福岡市まで、
　　高速道路で約4時間弱
　　JR九州日豊本線経由で約5時間
　　空路（宮崎空港）で約3時間半
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多様な交通モードで公共交通が形成されているが、人口減少等により、

利用者が減少しており、既存交通の維持が困難な状況となっている。

【日向市の交通モード】

・南北にJR九州日豊本線
　→　南に宮崎市・北に延岡市

・西に路線バス（宮崎交通）
　→　日向入郷地域
　　　（美郷町、諸塚村、椎葉村）

・市内は大きく３つのエリア
　市街地エリア（人口約50,000人）
　南部エリア   （人口約  6,000人）
　東郷エリア   （人口約  2,800人）
　＊自家用有償旅客運送にて
　　 市民バスを運営
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〇地域の移動実態、公共交通に対するニーズ調査

　　　市民アンケート調査、公共交通利用者調査、事業者アンケート調査等

〇地域公共交通の課題の分析や整理

〇実現に向けた施策の検討及び地域公共交通計画（案）の取りまとめ

〇地域公共交通会議の開催

   ①R4年  5月 : 計画作成の提案

   ②R4年  8月 : 調査概要、スケジュールの説明

   ③R4年11月 ： アンケート調査結果説明

   ④R5年  1月 : 計画素案の協議

   ⑤R5年  3月 : 計画原案の協議
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主な状況

☆自家用車移動が主な交通手段

　日常の移動手段→「車を運転69．4%」「家族等送迎7.7%」→　合計77.1% 
　公共交通利用者は3.7%　→　車で移動する市民がほとんどで公共交通利用者は少ない

自家用車等移動77.1％
公共交通利用3.7％

■買い物時の主な交通手段
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主な状況

☆公共交通への期待
  利用者負担や財政負担が増加しても公共交通サービスの拡充をすべき　44.0%
  同程度の負担の中で、効率化等に取り組み可能な限り公共交通の維持　30.3%
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  合計　  74.3%
　  　       自家用車主体の移動実態であるものの市民は公共交通の拡充、維持を望んでいる

2.6

3.3

2.0

7.9

8.8

7.0

30.3

36.8

24.4

44.0

40.3

47.5

3.7

4.5

3.0

11.5

6.3

16.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数（N=1,081）

65歳以下（N=511）

65歳以上（N=558）

大半の人が自家用車で移動できるので、公共交通は必要ないと考える

沿線の人口の推移や利用状況により、路線の廃止や運行本数の減便を行い、財政負担を減らしていくべき

現状と同程度の財政負担の中で、運行の効率化等やれることに取り組み、可能な限り公共交通の維持に努めるべき

自家用車を運転できない高齢者等が増えるので、利用者負担や財政負担が増加しても、現状の公共交通サービス水準を拡充させていくべき

その他

無回答

■望ましい方向性
公共交通の維持・拡充 74.3％
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82.6

82.8

85.7

74.2

8.2

8.0

7.1

16.1

3.6

3.4

2.9

3.2

1.8

1.9

1.4

3.2

3.8

3.8

2.9

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数（N=869）

市街地エリア（N=734）

南部エリア（N=70）

東郷エリア（N=31）

運転は苦にならない
運転に苦痛・不安を感じ始めているので、できれば控えたいが他に代わる交通手段がない
すでに自分で運転することを控えている
その他
無回答

主な課題 ■運転に関する考え方
運転は苦にならない

☆高齢者等の移動手段の確保
  　運転に関する考え方　→　運転は苦にならない82.6%
     　                                     不安なためできれば控えたいが他に交通手段がない　8.2％
　  市内高齢化率 33.5% →　高齢化の進展による高齢者の移動手段の確保が必要

できれば控えたいが
他に交通手段がない
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44.6

25.0

23.9

6.5

20.7

16.3

6.5

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

不便なときもあるが、タクシーを利用する

不便だが、路線バス（宮交バス）やぷらっとバスを利用する

家族・友人などに送迎してもらう

介護サービスを利用する

徒歩または自転車で移動する

外出するのをあきらめる

その他

総数（N=92）

主な課題

☆交通不便地域・時間の解消
　　市内のほぼ全域に公共交通は網羅。ただし、週1、2日の運行地区や1日の便数が
　　限られている路線もあり、外出することをあきらめている意見もあった。
　　移動手段がない時（総数92）　→　外出するのをあきらめる　16.3％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　運転ができなくなる市民が増加することが予想されるため、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市民の外出機会の創出が必要

■外出時に困る際の対処法
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市街地エリア

☆市街地エリア
　　人口の約８５％が市街地エリアに在住、バス2台で8路線、平日5便、日祝3便の運行。

平成21年から概ね運行形態が同じなため、ルート変更を含めた見直しを検討。
利便性向上のため、バスロケなども導入検討。

 駅周辺区画整理事業もあり、JR駅舎活用や鉄道の地域内交通として利用促進も図る。　　

▲ぷらっとバス

11



☆南部エリア
　　人口の約１０％が南部エリアに在住、バス1台で日向市駅と平日7便、日祝4便の運行。
　　ＪＲ南日向駅、美々津駅もあり鉄道と並行して市民バスを利用。乗車率は高い路線。
　　市民バスが運行していない地域はデマンド型の路線で週3日（各地区1日）の運行。
　　上記地域のフルデマンド型の交通を検討するとともに鉄道の利用促進も図る。　　

南部エリア

▲南部ぷらっとバス

▲乗合バス南部

12



東郷エリア

☆東郷エリア
　　人口の約５％が東郷エリアに在住、路線バスが1日9便、エリア中心部と市街地をつなぐ。
　　市民バスは、デマンド型の小型車両でエリアを5地区に分け、それぞれ週2日の運行。
　　エリア内を毎日運行可能なＡＩデマンド交通などの導入を検討。　　

▲乗合バスとうごう

13



駅 学校

会社

駅

病院

スーパー

商店

デマンドバスを
スマホで予約！

船を降りてすぐ
バスで観光地へ

ベビーカー
でも乗降り
しやすい！

待ち時間で
駅で少し勉強

病院など一人
でも外出でき
て便利じゃ

部活動の
後でも

使いやすい！

帰宅は
バスで帰ろ
うかな！

公共交通を使って
地球温暖化抑制
をしよう！

将来イメージ

14



公共交通の相互連携及び機能分担
による誰もが利用しやすい

交通環境の提供

新たな公共交通サービスの導入による
公共交通不便地域への対応

将来にわたり持続可能で
“コンパクト・プラス・ネットワーク”

を支える交通軸の形成

観光や商業等、まちづくりにおける
他分野との連携

運行情報の一元化による利便性向上及び利用を促進する取組みの実施

将来にわたり市民のくらしをつなぎ、
移動を支える公共交通ネットワークの実現

15



豊後大野市地域公共交通活性化協議会

調査事業の概要

＜調査事業を行うエリアの概要＞

豊後大野市は、大分県の南西部、大野
川の中・上流域に位置し、東西約22キロ
メートル、南北約31キロメートル、総面積
は、603.14平方キロメートルであり、県土
の9.5％を占めている。

＜調査事業の主な内容＞
・公共交通利便増進の方向性の検討

コミバスと路線バスの利用状況等を調
査。
・コミバスのルート・ダイヤの検討

コミバスの変更の方向性について、コミ
タクへの転換について検証。
・路線バスとコミバスの整理の検討

重複状況や利用状況等を踏まえた再編
の方向性を整理。
・交通事業者との協議

コミバスと路線バスの再編について交
通事業者と協議。

・今後、活性化協議会での議論を元に、
利便増進実施計画の案をとりまとめる。

事業名：令和４年度地域公共交通調査事業（利便増進計画策定事業）

合併状況：平成１７年３月末に大野郡5町2村が合併
人 口：33,494人（令和4年11月末現在）
面 積：603.36平方キロメートル
過疎地域等指定：過疎地域指定あり
高齢化率：44.8％（令和4年11月末）
補助対象の系統数：37系統（確保維持事業のみ）
自治体負担額： R1 : 30,090千円 R2 : 34,382千円 R3 : 36,500千円
（確保維持事業のみ）
協議会開催数：協議会４回（令和４年度予定）

6/27第1回、10/21第2回、2/24第3回、3月第4回（予定）

基礎データ

調査前の地域交通状況（Ｂｅｆｏｒｅ）

調査後の地域公共交通利便増進実施計画（Ａｆｔｅｒ）

地域公共交通計画の基本方針として以下の３つ
を設定しているが、そのうち、利便増進事業とし
て実施する事業については、以下の表での整理
に基づき、検討・推進する。

１）幹線の再整理に基づく公共交通サービスの
最適化
２）枝線・枝葉部分での需給に応じた多様な
移動手段の確保
３）持続可能な公共交通のための利用促進策の
実施

・現況調査により、路線バス、コミュニティバス、スクールバスなど、多様な交通資源が重複し
て運行されていることを把握した。

・現況調査により、路線バス、コミュニティバスともに、路線単位、便単位、バス停ごとで利用
が少ない（ほとんどない）路線・便・バス停があることを把握した。

・路線バスとコミバスの整理の方向について、交通事業者とも協議を行い、コミバスに統合し
ていく方向で合意した。
・利用促進事業において、地域拠点までの移動手段のあり方について検証した。

主な実施事業 現状と課題 利便増進事業の方向性

市内公共交通網
の再整備

・長谷川線の土日祝利用者が少ない
・三重町東部地区、大野町、犬飼町は
ｽｸｰﾙﾊﾞｽ単体運行

・長谷川線土日祝の乗合タクシー化

・スクールバスの混乗化（三重東部地
区、大野町、犬飼町）

多様な団体と連
携した利用促進

・足の長い路線で利用の少ない末端部
の移動手段のあり方

・末端部の集落から地域拠点までの
移動手段の検討（デマンド、タクシー
相乗り、タクシーチケット等）

運賃施策の検
討・実施による利
用促進

・距離制運賃の路線バスと定額制運賃
のコミバスの混在

・運賃制の統一化（ゾーン制定額）
・１日乗車券や乗り放題定期券
（ジモテキ）の検討・拡大

情報発信による
利用促進

・HPでの情報発信等デジタルでの情報
発信が少ない

・協議会HP開設に向けた準備

デジタル技術に
よる利用促進

・紙の定期券の問題（購入場所の限定、
紛失の恐れなど）

・スマホ定期券等の導入の検討

※参考資料添付
「地域公共交通計画」の概要資料（３枚） ※P89、92、93
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豊後大野市地域公共交通活性化協議会 事業名：令和４年度地域公共交通調査事業（利便増進計画策定事業）

調査内容（官学連携利用促進事業）

社会実験（実証イベント）の結果としては、以下のような内容に
集約される。

１）地域拠点で実施するイベントでは、従来から定期的に実施
しているサロンと統合させて、生活サービスの提供＋地域での
交流を組み合わせたイベント（サロン型ＭａａＳ）として実施して
いくことが有効ではないかと考えられる。

２）これにより、住民は短距離の移動で生活サービスを享受で
き、かつ地域の人々と交流することが可能となる。

３）公共交通としても、地域拠点までの短距離を担う枝葉の交
通と、町の中心部まで運行する長距離の幹線・枝線の交通と
を組み合わせることにより、持続可能な公共交通の実現が可
能となると考えられる。

・今年度の官学連携利用促進事業では、大野町中土師地区を対
象として、地域拠点を中心とした新たな移動のあり方に関する社
会実験（実証イベント）を実施した。

・これまでは、買い物や通院する際は、利用者側が町の中心部な
どにあるスーパーや病院に自家用車やコミュニティバスなどで出
向くという生活スタイルであった。

・しかしながら、遠方の集落に住む人にとっては、長距離の移動
が必要となり、一方、公共交通側としては、利用者の減少により、
末端部であればあるほど、その維持が困難な状況となっている。

・そこで今回は、地域拠点に生活サービスを集めて、そこまでの移
動手段のあり方と生活サービスに関する満足度などについて検
証した。

■地域拠点の様子
久しぶりに再会する高齢者通し
の会話が盛り上がっていました。

■移動販売の様子

お店が地域の方が必要なものを聞
き取ったうえでの品揃え。 17



別添１

令和5年1月12日

協議会名：豊後大野市地域公共交通活性化協議会

評価対象事業名：地域公共交通調査事業（利便増進計画策定事業）

①事業の結果概要
③生活交通確保維持改善計画又は地域公共交通網

形成計画等の計画策定に向けた方針

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（計画策定に係る事業）

②事業実施の適切性

【事業内容】
・公共交通利便増進の方向性の検討
　コミバスと路線バスの利用状況等を調査。
・コミバスのルート・ダイヤの検討
　コミバスの変更の方向性について、コミタクへの転換について検証。
・路線バスとコミバスの整理の検討
　重複状況や利用状況等を踏まえた再編の方向性を整理。
・交通事業者との協議
　コミバスと路線バスの再編について交通事業者と協議。
・地域や医療・福祉等他分野と連携した公共交通の利用促進と維持確保
に
　向けた社会実験の実施。

【結果概要】
・現況調査により、路線バス、コミュニティバス、スクールバスなど、多様な
　交通資源が重複して運行されていることを把握した。
・現況調査により、路線バス、コミュニティバスともに、路線単位、便単位、
　バス停ごとで利用が少ない（ほとんどない）路線・便・バス停があることを
　把握した。
・路線バスとコミバスの整理の方向について、交通事業者とも協議を行い、
　コミバスに統合していく方向で合意した。
・利用促進事業において、地域拠点までの移動手段のあり方について検証
　した。
・コミュニティバスの空き時間を活用した医療MaaSの取組みについては、
　大分県及び市医師会と継続して調査研究を進める（3月に2回目の実証
　実験予定）。
・今後、活性化協議会での議論を元に、利便増進実施計画の案をとりまと
める。

A
計画通り事業は適切に
実施された。

　地域公共交通計画の基本方針として以下の３つを設定しているが、そ
のうち、利便増進事業として実施する事業については、以下の表での整
理に基づき、検討・推進する。

１）幹線の再整理に基づく公共交通サービスの最適化
２）枝線・枝葉部分での需給に応じた多様な移動手段の確保
３）持続可能な公共交通のための利用促進策の実施

主な実施事業 現状と課題 利便増進事業の方向性

市内公共交通網
の再整備

・長谷川線の土日祝利用は少ない
・犬飼、千歳はｽｸｰﾙﾊﾞｽ単体運行

・長谷川線土日祝の乗合タクシー化
・スクールバスの混乗化（犬飼・千歳）

多様な団体と連
携した利用促進

・足の長い路線で利用の少ない末端部
の移動手段のあり方

・末端部の集落から地域拠点までの
移動手段の検討（デマンド、タクシー
相乗り、タクシーチケット等）

運賃施策の検
討・実施による利
用促進

・距離制運賃の路線バスと定額制運賃
のコミバスの混在

・運賃制の統一化（ゾーン制定額）
・1日乗車券や乗り放題定期券（ジモ
テキ）の検討・拡大

情報発信による
利用促進

・HPでの情報発信等デジタルでの情報発
信が少ない

・協議会HP開設に向けた準備

デジタル技術に
よる利用促進

・紙の定期券の問題（購入場所の限定、
紛失の恐れなど）

・スマホ定期券等の導入の検討

<多様な団体と連携した利用促進事業での社会実験＞
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第８章 課題整理・基本方針・将来イメージ・実施事業一覧 

８-１. 現況整理・各種調査結果と現状の問題点を踏まえた今後の課題整理および対応方針 

 

現況整理・各種調査結果  公共交通を取り巻く現状・問題点  公共交通網の維持・形成に向けた課題  対応方針（案） 

〇 市の概況や人口動向 、都市施設等の立地状況 

・高齢化の進展 ［65 歳以上高齢者人口割合 44.4％］2 人に 1 人 

［75 歳以上高齢者人口割合 25.5％］4 人に１人 

・65 歳以上高齢者が 50％以上の割合の集落が増加 

［222 自治会中 129 自治会 58.1％］ 

・朝地町や千歳町をはじめ身近なスーパーや金融機関の撤退 

・交通空白地の存在 

 

〇上位・関連計画 

第 2 次総合計画（政策目標③ 

「豊かなくらしと安心を実感できるまち」～交通ネットワークの 

整備（・公共交通の整備を促進する・ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽの運行を推進する） 

都市計画マスタープラン、老人福祉計画、地域福祉計画等における

公共交通の位置づけ 

 

〇 地域公共交通の現状 

（利用促進事業や定期的な路線見直しを行ってきたが...） 

 

・鉄道、路線バス、コミュニティバス、タクシーの利用者の減少 

・利用者低迷による補助対象路線の減少、収支の悪化 

・一人当たり輸送コストの増大（地域格差が大きい） 

・路線バス会社の経営悪化に伴いバス路線赤字補填額が増加 

・路線バス、コミュニティバス、タクシー車両の老朽化 

・里の旅タクシーの利用低迷 

・コロナ後も戻らない公共交通利用者 

 

〇 公共交通に対するニーズ 

・運転免許を持った高齢者の増加、公共交通機関を利用しない高齢者

の増加 

・高齢者の移動の広域化と移動時間の多様化、外出頻度の増加 

・「将来利用する」予備軍の対応…なくなると困るけど今はいらない 

・既存利用者のニーズにあったコミュニティバスの運行 

⇒利用していない方には利用しにくいコミュニティバス 

・親の送迎により公共交通機関を利用しなくなった学生の増加 

・高校生の下校には対応しきれない路線バスの運行ダイヤ 

・新しいバス利用者が増えない 

・自家用車や病院送迎など便利なサービスに慣れた市民 

 ⇒時間の制約があるバスは不便なので「今は」利用しない 

・情報提供不足、乗り方がわからない、バス停が不便 

・住民主体の互助輸送に対する制度化への要望 

 

〇 社会的な情勢 

・新型コロナウイルス感染拡大の影響に伴う外出機会の減少 

・高齢者運転による重大事故割合の増加 

・バス・タクシー運転手の高齢化、運転手不足 

 〇公共交通利用者の減少 

・高齢化の進行と 

免許保有を続ける高齢者  

・人口減少と少子化の進行 

・高校生の送迎依存の高さ 

・不十分な情報提供 

 ①ターゲットの明確化やわかりやすい運賃体 

系による公共交通の利用促進 

 

・高齢者向け利用促進・免許返納への対応 

・学生向け利用促進の対応 

・上限運賃や乗り放題運賃等の分かりやすい

運賃体系の検討 

・拠点の機能向上と活用 

（鉄道駅、公民館等） 

・利用状況に応じた車両への更新や 

カーボンニュートラルへの対応 

 

 

②公共交通ネットワークとしてのメリハリ 

・利用の多い路線の維持 

・利用の少ない路線の見直し 

・路線バスとコミュニティバスの整理 

・交通事業者の状況に応じたサービス水準 

・財政の費用対効果を踏まえた効率的な 

公共交通 

・鉄道やタクシーの活用 

 

 

③枝線部分での見直しと多様な選択肢の確保 

＜見直しの方向性＞ 

・地域の実情に合わせた運行形態の検討 

・収支を踏まえた運賃設定や便数等の設定 

・検討体制・仕組み（制度）についての調整 

＜地域別での多様な選択肢＞ 

・デマンド運行の検討 

・タクシーやスクールバスの有効活用 

・地域主体での運行方法の検討 

・移動困難者への対応 

 

 

④持続可能な公共交通の取組み 

・地元企業の育成と運転手の確保 

・モニタリング調査による利用状況の可視化

とビッグデータの蓄積への取組み 

・市民参画による地域公共交通を考える場の

設置 

・公共交通に関わる人材育成 

 

 対応方針１ 

 

公共交通結節点等の機能向上や公共交通利用

促進策の実施 

［みんなで支える公共交通］ 

 

 

 

 

 

 

 

対応方針２ 

 

幹線の再整理に基づく公共交通サービスの 

最適化 

［線で支える公共交通］ 

 

 

 

 

 

対応方針３ 

 

枝線・枝葉部分での需給に応じた多様な移動

手段の確保 

［面で支える公共交通］ 

 

 

 

 

 

 

 

対応方針４ 

 

持続可能な公共交通への取組み 

［未来へつなぐ公共交通］ 

 

 

〇日常利用が定着しない公共交通 

・自家用車への過度な依存 

・バス停まで歩けない（歩きたくな

い）高齢者 

（送迎等便利なサービスへの慣れ） 

・「将来利用する」予備軍の対応…

なくなると困るけど今はいらない 

・交通空白地域の存在と移動困難者

の増加 

・わかりにくい交通サービス 

 

〇増え続ける財政負担 

・利用者減少に伴う収益の悪化 

・自治体負担額の増加 

 

〇その他公共交通の問題点 

・需給のミスマッチ（供給過剰） 

・交通モード間の乗継拠点の設定 

・路線バス・コミュニティバス 

の重複 

・多様な交通モードの役割分担の 

明確化 

 

〇社会的な問題点 

・アフターコロナの公共交通対策 

・運転手の高齢化、 

運転手不足による担い手不足 

・公共交通分野全般の収益性悪化 

 

〇社会的な要請 

・輸送資源の総動員 

・「コンパクト・プラス・ネットワ

ーク」型都市構造への転換 

・移動困難者（高齢者や障がい者）

に対する移動サポート 

・環境に配慮したまちづくり 5 
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８-４. 実施事業の一覧表 

基本的な方針 実施事業 事業概要 計画目標（数値目標） 実施主体 時期 
利便増進

事業 

公共交通のため

の利用促進策の

実施 

①多様な団体と連携した公共交通の利用促

進 
・高齢者向けの公共交通利用促進 

（大人の社会見学＜ﾌｪｰｽﾞ２＞事業） 

・高校生向けの公共交通利用促進 

（ジモテキ継続に向けた取組み） 

・バス・タクシー共通乗車券や地域の商店・企業と連

携した取組みなど、豊後大野らしく身の丈に合った

MaaS（MaaaS） 

・JR の利用促進 

＜他分野・関係者との連携に

基づく公共交通の浸透＞ 

 
①利用促進事業の実施回数 

  

豊後大野市地域公共交通活性化協議会、 

九州旅客鉄道㈱ 

大野竹田バス㈱、豊後大野市タクシー協会、 

自治会、婦人会・老人クラブ連合会、公民館 

地域の商店・企業 

大分大学、三重総合高校ほか 

短中期 ● 

②免許返納を促進するための取組み ・運転免許自主返納の支援（高齢者運転免許証

自主返納支援事業の継続等） 

豊後大野市地域公共交通活性化協議会 短中期  

③運賃施策の検討・実施による利用促進 ・わかりやすい運賃体系の実現 

（上限運賃、乗り放題運賃など） 

豊後大野市地域公共交通活性化協議会、 

大野竹田バス㈱、豊後大野市タクシー協会 

短中期 ● 

④情報発信による利用促進 ・地域公共交通活性化協議会ホームページの開設 

・時刻表の発行 

豊後大野市地域公共交通活性化協議会 

大野竹田バス㈱、豊後大野市タクシー協会 

短中期 ● 

⑤交通結節点の整備とそれに伴う運行の見

直し 
・三重町駅周辺開発に伴う拠点整備 

・駅や市役所・支所等、拠点となるバス停留所の環

境整備とルート変更 

豊後大野市地域公共交通活性化協議会 ※(b) 

九州旅客鉄道㈱、大野竹田バス㈱、 

豊後大野市タクシー協会、地域振興協議会ほか 

中長期  

⑥環境や社会情勢に応じた車両の更新や

有効活用対応 

・バス車両の定期的な更新 

・環境や社会情勢に応じた車両への転換 

豊後大野市地域公共交通活性化協議会 ※(b) 

大野竹田バス㈱、豊後大野市タクシー協会 

継続  

⑦デジタル技術を活用した利用促進 ・モバイル定期券導入や電子決済等の検討 豊後大野市地域公共交通活性化協議会 中長期  

幹線の再整理に

基づく公共交通サ

ービスの最適化 

①市内公共交通網（幹線）の再整備

（路線バス、コミュニティバス、スクールバス

の再編） 

・路線バスのコミュニティバス化の検討 

・スクールバス混乗化の検討 

＜公共交通サービスの最適化の

実現＞ 

 

①利用者１人当たりの運行コ

スト 

②公共交通の利用者数 

③公共交通利用者満足度※

(a) 

豊後大野市地域公共交通活性化協議会 ※(b) 

大野竹田バス㈱、豊後大野市タクシー協会、 

市教育委員会、PTA、自治会ほか 

中長期 ● 

枝線 ・ 枝葉部

分での 需給に応

じた多様な移動

手段の確保 

①市内公共交通網（枝線・枝葉）の再

編(路線バス、コミュニティバス、あいのりタクシ

ー、タクシー等既存の交通モードを含む輸送

資源の総動員） 

・バス路線の幹線・枝線・枝葉の明確化と再編 

・輸送資源の活用・再配分の検討 

＜新たな移動支援モデルの 

実現＞ 

 

①運行内容の見直し区域数 

※(a) 

豊後大野市地域公共交通活性化協議会 ※(b) 

大野竹田バス㈱、豊後大野市タクシー協会ほか 

中長期 ● 

②タクシー助成制度導入の検討 ・市民の生活スタイルの向上とともに、乗客一人あたり

財政支出の適正化に向けた新たな制度を検討す

る。 

豊後大野市地域公共交通活性化協議会 ※(b) 

豊後大野市タクシー協会 

中長期  
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※(a)、(b)...運行費の国庫補助対象系統に関しては別紙に記載  

 

 

③地域主体による地域内公共交通の検討 ・地域主体でのタクシーの活用や交通事業者が協力

する自家用有償旅客運送制度の検討  

豊後大野市地域公共交通活性化協議会 ※(b) 

自治会連合会、高齢者福祉団体 

大野竹田バス㈱、豊後大野市タクシー協会ほか 

中長期  

持続可能な公共

交通への取組み 

①継続的なモニタリングによる適切な見直し ・モニタリング調査の実施 ＜運行継続のための情報

（データ）・ヒト（組織）の

資源整備＞ 

 
①モニタリング調査結果の情

報共有（年に 2 回） 

②各種学習会への参加回数 

豊後大野市地域公共交通活性化協議会、 

大野竹田バス㈱、豊後大野市タクシー協会 

継続  

②バス・タクシー乗務員募集周知への協力と

コミュニティバス乗務員の確保への取組み 
・乗務員募集周知への協力 

・自家用有償旅客運送認定講習への参加促進 

豊後大野市地域公共交通活性化協議会、 

大野竹田バス㈱、豊後大野市タクシー協会 

継続  

③公共交通を支える組織と人づくり ・各種学習会（Q サポや九州運輸局主催研修会

等）への参加 

・「地域公共交通を考える会」の立ち上げ・開催 

豊後大野市地域公共交通活性化協会  

市民、各種団体、歴代公共交通担当者ほか 

短中期  

21



熊本市移動等円滑化推進協議会

調査事業の概要

事業名：令和４年度地域公共交通バリアフリー化調査事業
（移動等円滑化促進方針策定事業）

合併状況：平成２２年３月に旧植木町、旧城南町が合併
人 口：７３万人 （令和４年１２月１日時点）
面 積：３９０．３２平方キロメートル
高齢化率：２６．６％（令和２年時点）
協議会開催数：協議会５回（令和３年度２回、令和４年度３回）

基礎データ

調査前のバリアフリー化状況（Ｂｅｆｏｒｅ）

調査後のバリアフリー化計画（Ａｆｔｅｒ）

（１）熊本市の移動円滑化に関する概況
本市ではこれまでバリアフリー法ややさしいまちづくり条例に基づ

き、ハード面の整備や民間建築の指導等を行ってきたところであるが、
今後は、バリアフリー化に向けて優先的に取り組むエリア（移動等円滑
化促進地区）を示すなどし、各分野の取組について連携させながら一
体的に進めていくことが重要。

また、本市施策全般において、合理的配慮の提供など障害者差別解
消法の理念に基づき総合的に取り組んでいるが、各種施策で社会全
体の理解や行動がいまだ十分とは言えず、コロナ禍などの社会情勢
の変化によって新たなバリアが生じてきているなど、障がい者等の社
会参加にとって依然として高い壁が存在している。

（２）調査事業の主な内容

マスタープランの策定に向けて、関係者間での協議・調整や合意形
成の円滑化・効率化を図るため、有識者、利用者関係代表、公共交通
事業者、行政関係者、施設設置管理者等から構成する協議会にて協
議等を行いながら検討を進めているところ。令和4年度においても引き

続き協議会を開催し、アンケート調査の結果等を踏まえバリアフリーマ
スタープラン（案）の検討を進めていくもの。
具体項目は次の通り
◆ 関連計画及び取組、促進地区における課題や特性の整理
◆ バリアフリーマスタープランにおける具体事業に関する事項の整理
◆ バリアフリーマスタープラン（案）の作成
◆ 移動等円滑化推進協議会の運営

（１）調査前のバリアフリー化状況

バリアフリーに関する意識等を把握するために、アンケート調査を実施。本市の公共交
通、建築物、道路、都市公園等のそれぞれの施設管理者がバリアフリー推進に関する取
組を実施しているが医療・福祉・商業施設・公共施設等については「満足・やや満足」の
傾向がある一方、公共交通機関や道路等については「不満・やや不満」の傾向がある。

また、「心のバリアフリー」については「よく知っている」が約１割、「聞いたことはある」が
約4割、「知らない」が約５割と認知度が低いことがわかった。

（１）バリアフリーマスタープランの基本理念
だれもが 移動しやすく 暮らしやすい 「おたがいさま」で支えあう 上質な生活都市

（３）具体的な推進手法

基本理念である「だれもが移動しやす
く暮らしやすい 『おたがいさま』で支え
合う上質な生活都市」の実現を目指し、
地域と連携したまちあるきワークショッ
プ等を実施することで課題を抽出し、抽
出した課題の改善状況等を市ホーム
ページ等で「見える化」する。

これらの一連の取組みを継続して実
施することで道路や建物等のバリアフ
リー化と「心のバリアフリー」の推進（ス
パイラルアップ）を図るもの。

①誰もが移動しやすく暮らしやすい
多核連携都市の実現に向けた
バリアフリー環境の形成強化

③市民一人一人が互いに支えあう
共生社会の実現に向けた
“心のバリアフリー”の促進

②市民（地域）・事業者・行政の
連携・協力によるバリアフリー化の推進

④継続的な進行管理と検証・反映
による取組の推進や
マスタープランの改善

（２）バリアフリーマスタープランの基本方針
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別添１

令和5年1月27日

協議会名：熊本市移動等円滑化推進協議会

評価対象事業名：地域公共交通バリアフリー化調査事業（移動等円滑化促進方針策定事業）

①事業の結果概要
③生活交通確保維持改善計画又は

地域公共交通計画等の
計画策定等に向けた方針

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（計画策定等に係る事業）

②事業実施の適切性

熊本市バリアフリーマスタープラン素案の策定
【事業内容】
◆関連計画及び取組、促進地区における課題や特性
の整理
◆バリアフリーマスタープランにおける具体事業に関
する事項の整理
◆バリアフリーマスタープラン（案）の作成
◆移動等円滑化推進協議会の運営

A

市民アンケートやまちあるきワークショップにお
いて意見聴取等を行い、協議会において移動等
円滑化促進方針（バリアフリーマスタープラン）に
反映させるべき内容を取りまとめ、当該マスター
プラン案を作成した。

事業の成果であるバリアフリマスタープラン（案）につ
いて広く市民意見を募集（パブリック・コメントの実施）
し、令和5年6月のバリアフリーマスタプラン策定を目指
す。
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参考－ 427



２．まちあるきワークショップ結果（１/２）

 中心市街地地区 水前寺・九品寺地区 健軍地区 

日程 

・まちあるき（第１回） 

：令和４年 3 月 22 日 

～令和４年３月 24 日 

・ワークショップ（第１回） 

：令和４年３月 29 日 

・まちあるき 

ワークショップ（第２回） 

：令和４年 11 月７日 

・まちあるき 

ワークショップ 

：令和 4 年 7 月 22 日 

・まちあるき 

ワークショップ 

：令和 4 年７月 29 日 

参加者 

第１回：熊本市在住の障

がい当事者、子育て世代

の方など計 16 名 

第２回：子育て世代の方、

外国人、道路管理者など 

熊本市在住の障がい当事

者、子育て世代の方など

計 9 名 

熊本市在住の障がい当事

者、子育て世代の方など

計 9 名 

点検 

ルート 

・桜町～新市街周辺 

・通町～上通・下通周辺 

・熊本城～市役所周辺 

・九品寺交差点周辺 

・熊本市保健福祉センタ

ー周辺 

・健軍文化ホール 

～ピアクレス周辺 

・健軍町電停周辺 

当日の

様子 

   

 

■移動等円滑化促進地区の候補である「中心市街地地区」、「水前寺・九品寺地区」、「健軍地区」にお
いてまちあるきワークショップを実施し、日常生活及び社会生活におけるバリアを調査。

参考－ 5

▼参加者意見の概要
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２．まちあるきワークショップ結果（２/２）

◎良い点 
△改善点 

視覚障がい 
身体障がい 
(車椅子) 

子連れ 
(ベビーカー) 

聴覚障がい 知的障がい 外国人 

道
路 

歩道 

△アーケード
内に視覚障
害者誘導用
ブロックが
ない。 
【写真①】 

△車両侵入部
の横断勾配
が大きい。
【写真②】 

△柔らかい素
材の歩道は
ベビーカー
を押しにく
い。 

 

△歩道は二人
横に並んで
もすれ違え
るほどの幅
があるとよ
い。 

 

舗装 

△グレーチン
グやブロッ
クの隙間に
白杖が引っ
かかる。 

△タイルの欠
けや割れが
多く、車椅
子ががたが
たする。 
【写真③】 

△タイルなど
に大きな段
差 が あ る
と、ベビー
カーを押し
にくい。 
【写真③】 

  

 

交差点 
（横断歩道 
・信号機） 

△雨の日だと
信号の音が
聞 き に く
い。 

△歩行者用信
号の青時間
が短い。 

△市電の軌道
にベビーカ
ーが引っか
かる。 
【写真④】 

 

△大きな交差
点では自転
車がスピー
ドを出して
おり危険。 

 

建
築
物 

トイレ 
△トイレに音
声案内がな
い。 

△ドアの開閉
が手動であ
る。 

△乳幼児用設
備は、男女
トイレ両方
にあるとよ
い。 

△個室に災害
発生お知ら
せの緊急ラ
ン プ が な
い。 

△異性介助で
きるトイレ
があるとよ
い。 

△英語表記
が統一さ
れていな
い。 

旅
客
施
設 

電停  

△スロープ付
きの車両が
何時に来る
かわからな
い。 

 

◎車両到着等
を知らせる
ランプはわ
か り や す
い。 
【写真⑤】 

△電光掲示板
は情報をゆ
っくり表示
させるとよ
い。 

 

バス停 
・バス 
ターミナル 

◎バスの運転
手が声掛け
をしてくれ
る。 

△時刻表の文
字 が 小 さ
い。 
【写真⑥】 

◎屋根とベン
チがある。 

◎デジタルの
案内板があ
る。 

△バスの行先
表示が数字
やｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ
でわかりに
くい。 

△乗場はス
マホで調
べてよう
やく理解
できる。 

   

 
①アーケード 

 
②車両侵入部の勾配 

 
③タイルのがたつき 

 
④市電の軌道 

 
⑤電停のランプ 

 
⑥バス停の時刻表 

 

①アーケード ②車両侵入部の勾配

③タイルのがたつき ④市電の軌道

⑤電停のランプ ⑥バス停の時刻表

■ワークショップでは、まちあるきで感じた良い点や改善点を共有。
■代表的な意見は下記の通り。

▼参加者意見の概要

参考－ 629



３．熊本市移動等円滑化推進協議会での意見（１/３）

■協議会での主な意見と反映について

ご意見

まちあるきワークショップの結果が、具
体箇所の話ではなく総論としてまとめら
れていたため、意見の出た箇所を改修の
対象として管理者に届けてほしい。

対応

【3章】
・まちあるきワークショップの結果の項
目において地図上に問題点を記載する
ように整理。（右図参考）

・また、11月のまちあるきワークショッ
プにおいては道路管理者や市民会館の
職員が同席。

今後とも管理者に声が届くような仕組み
づくりを行う。

水前寺・九品寺地区の例

⚫ まちあるきワークショップの結果の反映に関するご意見と対応は以下の通り。

参考－ 730



３．熊本市移動等円滑化推進協議会での意見（２/３）

■協議会での主な意見と反映について

ご意見 対応

建築物のバリアフリー化に関する助成制度等による移動円
滑化推進をお願いしたい。

【5章】
・建築物補助に関する取組内容を記載。

施設のバリアフリー化のみならず、その施設までの経路の
バリアフリー化が重要。
ルート設定後に、経路の問題を検証していくことが必要。

【５章】
・生活関連経路の優先的なバリアフリー化について記載。
・継続したまちあるきワークショップの実施により経路の問題を
点検していくことを記載。

障がい者の生活の基盤となる住宅の確保をお願いしたい。
【５章】
市全域での取組方針として住環境面のバリアフリー化推進を記載。

自宅から公共交通を利用して目的地まで移動することを想
定し、「バスに乗るまで」又は「バスを降りてから」の経
路のバリアフリー化が重要である

【６章】
・駅やバス停等を生活関連施設として設定し、駅やバス停から他
の生活関連施設までの経路を生活関連経路として設定。

⚫ 生活関連施設・生活関連経路に関するご意見と対応は以下の通り。

参考－ 831



３．熊本市移動等円滑化推進協議会での意見（３/３）

■協議会での主な意見と反映について
⚫ 公共交通に関するご意見と対応は以下の通り。

ご意見 対応

公共交通利用の際には、車両自体のバリアフリー化だけでな
く、停留所等も含め乗るまでの検証が必要。

【５章】
・公共交通に関するバリアフリー方針を記載

雨天時は車椅子や杖を使用していると 傘が使えない、タイル
が滑るなどのご意見があると思う 。雨天時の公共交通利用に
も配慮してほしい。

【５章】
・公共交通に関するバリアフリー化方針にて上屋（屋根）の
設置について記載。

公共交通利用者の利便性向上のために、夜間のスロープ付き
車両や運行時間の固定化についても取り組んでほしい。

【5章】
・居住誘導区域共通の取組方針にて、対応方針を記載。

雨の日や体調が悪い日はどうしてもタクシーが必要となる。
UDタクシーの導入の促進も進めてほしい。

【5章】
・タクシーに関するバリアフリー方針を記載

⚫ 心のバリアフリーに関するご意見と対応は以下の通り。

ご意見 対応

心のバリアフリーという考え方を普及して、実現に
繋げてほしい。

【７章】
心のバリアフリーの取組内容を記載。

心のバリアフリー認定制度（観光庁）の活用推進を
してほしい。

参考－ 932



４．移動等円滑化促進地区設定について（１/２）

地区設定の考え方

熊本市立地適正化計画を踏まえ、概
ね都市機能誘導区域の中で以下の条件
を勘案して移動等円滑化促進地区を設
定する。

①地区の特性
・障がい者・高齢者等の人口
・旅客施設の乗降客数
・生活関連施設候補数
・特定道路の有無 等

②市民アンケート調査
・よく利用される地区・施設

③協議会でのご意見
・協議会での移動等円滑化促進地区選定に
関するご意見

熊本市バリアフリーマスタープラン

【生活関連施設 設定の考え方】

区分 種類 対象規模の目安 施設の例

官公庁

市役所・区役所

全施設

• 市庁舎
• くまもと森都心プラ

ザ
• 小中高大学校

郵便局、銀行

警察署（交番含む）、裁判所

まちづくりセンター、コミセン等

教育・
文化施設

図書館

市民ホール、文化ホール

学校（小・中・高等学校）、特別支援学校等

博物館・美術館・音楽館、資料館

保健・
医療・
福祉施設

病院・診療所

延床面積1,000㎡以上

• 福田病院
• 熊本県総合保健セン

ター
総合福祉施設、老人・障がい者福祉施設等

商業施設
大規模小売店舗等 延床面積1,000㎡以上 • 鶴屋 ・城彩苑

複合施設 等
延床面積合計
1,000㎡以上

• イオン熊本中央店

宿泊施設 ビジネスホテル、シティホテル等 延床面積2,000㎡以上 • ホテルメルパルク

公園・
運動施設

公園

都市公園
(街区公園を除く)

• 熊本城
• 水前寺成趣園体育館・武道館その他屋内施設

その他
施設

結婚式場、葬祭場冠婚葬祭に関わる施設 延床面積2,000㎡以上

• パスート24
• 通町筋バス停

観光施設 全施設

特定路外駐車場 面積500㎡以上

バス停 平均乗降客数100名以上/日

旅客施設
旅客施設
（鉄道駅、鉄軌道駅、バスターミナル）

平均乗降客数100名以上/日
• 熊本駅
• 桜町バスターミナル

生活関連施設の設定の考え方

【生活関連経路設定の考え方】
①各地区の起点となる「旅客施設」からのア
クセス動線に配慮し、「旅客施設」と「旅客
施設以外の生活関連施設」を結ぶ経路。

②各地区内の回遊性、ネットワークに配慮し、
生活関連施設間を結ぶ経路。

※対象規模の目安のほか、各関係者等からのご意
見を踏まえ適宜生活関連施設として位置づけ

参考－ 1033



４．移動等円滑化促進地区設定について（２/２）

⚫ 優先的にバリアフリー化を推進する移動等円滑化促進地区として、「中心市街地地区（熊
本駅周辺、通町筋・桜町周辺）」、「水前寺・九品寺地区」、「健軍地区」を位置づけ、
各地区で生活関連施設・生活関連経路を設定。

※生活関連施設：高齢者、障がい者等が日常生活又は社会生活にお
いて利用する旅客施設、官公庁施設、福祉施設、その他施設

※生活関連経路：生活関連施設相互間の経路

■中心市街地地区
・生活関連施設・生活関連経路においてハード・ソフト両
面からの一体的なバリアフリー化を推進。
・アーケード内において、誰もが安全に移動できるバリア
フリー環境の整備を推進。
・熊本市中心部や熊本城等の観光地周辺において、案内充
実によるさらなる賑わい創出と回遊性向上を目指す。
・商店街と連携し、心のバリアフリーを推進。

■水前寺・九品寺地区
・生活関連施設・生活関連経路において、ハード・ソフト
両面からの一体的なバリアフリー化を推進。
・公共交通のバリアフリー化を推進し、他地区からのアク
セスにおける利便性を向上。
・水前寺成趣園等の観光地周辺において、わかりやすい案
内を行い、回遊性の向上を図る。

■健軍地区
・生活関連施設・生活関連経路において、ハード・ソフト
両面からの一体的なバリアフリー化を推進。
・アーケード内において、誰もが安全に移動できるバリア
フリー環境の整備を推進。
・電停におけるバリアフリー化を推進し、他地区からのア
クセスにおける利便性の向上を図る。
・商店街と連携し、心のバリアフリーを推進。

参考－ 1134



津久見～保戸島航路運営協議会 （大分県） 事業名：令和４年度 離島航路に係る地域公共交通確保維持事業

概 要 計画、目標（Ｐｌａｎ）

実施状況、目標の達成（Ｃｈｅｃｋ）

今後の課題、対応（Ａｃｔｉｏｎ）

島民人口が減少する中で航路利用者の減少を抑制するために、利便性の向上による島民利

用の促進や、観光振興の取組強化による交流人口の増加などにより、航路利用者の維持を図
る。

さらに、船舶の突発的な大規模修繕の発生回避のための点検整備の徹底等、経費の節減を
図り、費用の増加を抑制する。

令和４年度離島航路確保維持計画に計上した収支差見込額△８９，６４７千円の圧縮を図る。

基礎データ

【航路の概要】
１ 運航事業者 ： (有)やま丸 ３ 運航便数 ： １日６往復

２ 船舶の概要 ４ 寄港地
「ニューやま２号」 津久見港（津久見市）

主要目：総トン数４３トン 保戸島港（津久見市保戸島）
旅客定員９５人、速力２２ノット

「マリンスター」
主要目：総トン数７７トン
旅客定員１５０人、速力２３ノット

１ 人口 ： ５３６人 （R2年国勢調査）

２ 高齢化率 ： ７５．０％ （Ｒ３年３月末現在）

３ 面積 ： ０．８６ｋｍ２

４ 補助金額（欠損補助）
Ｒ２年度 国 ４２,３８３千円 県 ２６,０７８千円 市 １０,７１６千円
Ｒ３年度 国 ３７,６５２千円 県 ２９,８９３千円 市 １１,６６８千円
Ｒ４年度 国 ２９,２１８千円 県 ３９,７０８千円 市 １５,０４３千円

（Ｒ４年度は見込）
５ 協議会開催数（Ｒ４年度） ７回（うちリモート１回、書面開催５回）

①新型コロナウイルス感染拡大の影響に伴い交流人口が減少傾向、サーモグラフィーによる検
温や船内消毒の徹底等感染防止対策を行い、航路利用者と島民の安全性の確保に努めた
②修繕費の減額や経費の節減等により欠損額の圧縮を図った

今後も島民の減少は避けられないため、新型コロナウイルス感染症の収束後は、島民や市、
市観光協会等を通して、地域や観光部署と連携した観光ツアーの取組を強化し、来訪者の利
用拡大を図る。

費用については、船舶の日常点検を徹底し、突発的な大規模修繕の発生を回避し修繕費の
削減を図る。

現運航事業者の撤退に伴い、令和４年１０月からは津久見市が事業主体となり航路を引き
継いでおり、安定的な航路運営が継続されるよう運営改善の取り組みを行う。

○新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い観光振興の取組強化は図れなかったが、旅客は微
増となり、津久見～保戸島航路の確保・維持に努めている。
○事業年度の計画認定額と実績見込額を比較した結果、

収益は、新型コロナウイルス感染拡大の影響による収入の減により５３４千円減少。
費用は、燃料費の高騰により、４,９７１千円増額。
結果として欠損額は、５,５０５千円増額。

【航路図】

「マリンスター」

「ニューやま２号」

【船舶】 生活交通確保維持改善計画等の取組み（Ｄｏ）
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別添１

令和5年1月25日

協議会名： 津久見～保戸島航路運営協議会

評価対象事業名： 離島航路運営費等補助金

①補助対象事業者等 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

有限会社やま丸
津久見～保戸島の離島航路の
運営

○前回評価結果
「今年度も新型コロナウイルス感染
症拡大の影響に伴い「保戸島わく
わく会議」等のイベントも開催され
ず、貸切客等も減少し、観光客誘
客に向けた取り組みが実施でき
なったものの、安心して航路を利
用してもらえるよう市が設置した
サーモグラフィーによる検温や船
内消毒の徹底など、利用拡大に向
けた感染拡大防止対策に取り組ん
でいる点は評価する。
現運航事業者の撤退に伴い、令和
4年10月から津久見市が航路を引
き継いだ後も、安定的な航路運営
に向けて収支改善のための取組を
実施されることを期待する。」
→今年度も新型コロナウイルス感
染症の感染拡大の影響に伴い各
種イベントも開催されず、貸切客等
も減少し、観光客誘客に向けた取
り組みが実施できなかった。
昨年度に引続き、市が設置しサー
モグラフィーによる検温や船内消
毒の徹底など、利用拡大に向けた
感染拡大防止対策に取り組んでい
る。
　また、令和4年10月から津久見市
が航路を引き継いだが、引き続き
協議会委員には、津久見市商工
会議所会頭、保戸島区長会会長を
任命しており、協力して移住や利
用促進等の取組を行っている。

Ａ
○計画どおり、適正に実施
した。

B

○新型コロナウイルス感染
症の感染拡大の影響による
交流人口の減少のなか、旅
客運賃収入は微増であった
が、収益全体では減少して
いる。修繕費は減額となっ
たが、燃料費が増加し、計
画を上回った。運航経費の
節減の徹底等により欠損額
の圧縮を図るなど、安定的
な航路運営に努めている。

○新型コロナウイルス感染症
の収束後は、観光部署と連携
して観光ツアーの取組を強化
し、来訪者の利用拡大を図る。

○船舶の日常点検を徹底し、
突発的な大規模修繕の発生を
回避し修繕費の削減を図る。

○細かな節減に努め経費の圧
縮を図る。

○現運航事業者の撤退に伴
い、令和４年１０月からは津久
見市が事業主体となり航路を
引き継いでおり、引き続き安定
的な航路運営が継続されるよう
運営改善の取組を行う。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況
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事業実施と生活交通確保維持改善計画との関連について

別添１－２

評価対象事業名： 離島航路運営費等補助金

地域の交通の目指す姿
（事業実施の目的・必要性）

○離島航路である津久見～保戸島航路は、津久見市の保戸島と本土の津久見港を結ぶ唯一の公共交通手段であ
り、島民にとっては欠かすことのできない生活航路となっている。
○高校への通学や通勤・通院・買い物のほか、冠婚葬祭行事等もほとんど本土で行われており、島民の生活安定・維
持のためには、本航路の維持が不可欠である。
○しかし、過疎化、少子高齢化、主要産業の遠洋マグロ漁業の衰退に係る船舶・船員の減少等により、島民人口の減
少が著しく、航路利用者が減少することは避けられない状況にある。
○観光による交流人口増加に向けた取組が行われているが、島民の利用減少を補うには至らず、今後も航路事業は
厳しい状況が続くと思われる。
○このような状況の中で、事業者が単独で航路を維持していくことは困難であり、その維持には公的支援が必要であ
る。

協議会名： 津久見～保戸島航路運営協議会

令和5年1月25日
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長崎県バス対策協議会 （長崎県）

概 要

事業名：令和４年度 地域間幹線系統確保維持費国庫補助金

計画、目標（Ｐｌａｎ）

生活交通確保維持改善計画等の取組み（Ｄｏ）

実施状況、目標の達成（Ｃｈｅｃｋ）

今後の課題、対応（Ａｃｔｉｏｎ）

○関係自治体が中心となり、事業者や住民等が連携して、地域の実情、ニーズを把握したうえで、地域情
勢の変化に対応した、地域に最適な交通手段を検討し、持続可能な生活交通を確保していくことが必要
であると考える。

○今後、事業者において次のような取組みを行う。

・地元住民の意見を踏まえたダイヤと便数の適正化に努め、効率的な運行を目指す。

・関係市町や学校と連携を図り、学生の利用促進に取り組み、収支改善につなげる。

・世界遺産に登録された「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」の構成資産への観光需要を意識

し、駅や港などの結節点における乗継の利便性を高めるダイヤや運行回数の見直しを検討する。

・観光客等への１日フリー乗車券や高齢者向けの定期券の販売強化を図り、新たな利用客を開拓し増収

を目指す。

・バスロケーションシステムの導入など、利用環境の改善及び利便性の向上に取り組む。

○利用促進のための広報活動や高齢者定期券の発行などを行うとともに、効率的なダイヤ編成や利便

性向上のため、運行回数や経路の見直し等を行い、生活路線の維持・確保を図った。

○通学、通院、買物等日常生活に必要不可欠な乗合バス路線を維持し、自力での移動が困難な学生や

高齢者等地域住民の移動手段の確保を図る。

○各事業者毎に平均乗車密度、輸送人員、運送収入等を指標として、令和２年度実績値等を基準とし

て目標を設定。

○事業はおおむね計画どおり適切に実施された。

○38補助系統のうち、目標を達成できたものは全体の約４割（A）で、約６割（B、C）は目標輸送人員や目標
運送収入等を下回り未達となった。【A評価＝17系統 B評価＝17系統 C評価＝4系統】
未達成の主な要因として、人口減少や少子高齢化の進展、マイカー利用等による学生の定期券利用者

等の利用減少によるものに加え、新型コロナウイルスによる外出規制・リモートワークの増加・旅行者の減
少、燃油価格高騰が挙げられる。

基礎データ

県の人口：１３１．１万人 （令和４年４月現在）
面 積：４，１３１平方キロメートル
過疎地域等指定：過疎、離島、半島
高齢化率：３２．８％（令和３年９月現在） 全国11位
補助対象の系統数： R４年度３８系統（確保維持事業のみ）
県補助額： R1年度 204,816千円 R2年度 204,322千円

R3年度 206,691千円（確保維持事業のみ）
協議会開催数：協議会２回（うち対面１回、書面協議１回）

対馬

五島

壱岐

県北

県央

島原半島

⑥

②
⑧

①

③

②
④

○長崎県は594の島が存在し、うち、離島振興対策実施地域の指定を受けた
有人の島は51あり、全国一の離島県である。
離島人口は、県全体の総人口と 同様に減少
の一途をたどっている。
一方、乗合バスの輸送人員は、昭和44年度の
232,854千人をピークに令和２年度は56,291千
人と８割近く減少しており、人口減少以上に
利用者の減少が止まらない状況である。
○五島列島の福江島・中通島、壱岐島、対馬島
では、それぞれ１事業者が乗合バスを運行 しており、
島民の日常生活に欠かせない交通手段となっているが、
過疎化、少子・高齢化の進行等により輸送人員が減少し、
多くが赤字路線で経営が厳しい状況である。本土地域も
同様であり、国、県、市町が連携して、運行費等の補助
を行い、必要な生活交通の維持・確保を図っている。
○県内の乗合バス事業者は、県内本社の事業者が12
（うち離島地域4）、県外本社の事業者が1あり、うち
令和４年度の地域公共交通確保維持改善事業
の補助対象事業者は次の10事業者である。 ⑨

【R4補助系統数】
①長崎県交通局 9
②西肥自動車㈱ 10
③島原鉄道㈱ 6
④さいかい交通㈱ 1
⑤五島自動車㈱ 2
⑥壱岐交通㈱ 2
⑦対馬交通㈱ 2
⑧ＪＲ九州バス㈱ 1
⑨生月自動車㈲ 1
⑩長崎自動車㈱ 4

計 38

⑤

西彼

長崎

⑦

⑩

38
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別添１

協議会名：長崎県バス対策協議会 令和5年１月24  日

評価対象事業名：陸上交通に係る地域公共交通確保維持事業（地域間幹線系統）

①補助対象
事業者等

②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

 １．長崎～雲仙線の運行

バス利用状況の把握に留意しながら適正な運行に
努め、『各種フリーパスのＰＲ』によるバス利用促進
のための取組を行った。

また、新型コロナウイルスの影響があったため、海
外ではなく国内の観光者向けたPRを行った。

令和３年４月からは、運行ダイヤの適正化を図り、
土日祝日の運行回数を4.0回から3.0回に減便した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

【乗車密度】
・目標値：5.7人（R2年度の実績値）
・R4年度実績：4.4人
【輸送人員】
・目標値：29,900人（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：27,727人
・達成率：92.7％
【運送収入】
・目標値：28,287,681円（R2年度の実績値＋580千円）
・R4年度実績：19,282,177円
・達成率：68.2％
【収支率】
・目標値：57.0％（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：41.4％
・達成率：72.6％

新型コロナウイルス感染症の影響や燃油価格高騰等に伴う費用の増加により
目標を達成できなかった。

２．江の浦～長崎線の運行
（矢上団地、大波止経由）

【車両補助対象】
・H28.03 購入4台

バス利用状況の把握に留意しながら適正な運行に
努め、『各種フリーパスのＰＲ』によるバス利用促進
のための取組を行った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

【乗車密度】
・目標値：5.7人（R2年度の実績値）
・R4年度実績：7.3人
【輸送人員】
・目標値：263,100人（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：271,223人
・達成率：103.1％
【運送収入】
・目標値：45,424,087円（R2年度の実績値＋850千円）
・R4年度実績：57,664,045円
・達成率：126.9％
【収支率】
・目標値：57.3％（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：65.5％
・達成率：114.3％

目標を達成できた。

３．江の浦～長崎線の運行
（飯盛団地、矢上団地、大波止
経由）

バス利用状況の把握に留意しながら適正な運行に
努め、『各種フリーパスのＰＲ』によるバス利用促進
のための取組を行った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

【乗車密度】
・目標値：5.9人（R2年度の実績値）
・R4年度実績：7.2人
【輸送人員】
・目標値：93,700人（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：85,723人
・達成率：91.5％
【運送収入】
・目標値：16,310,148円（R2年度の実績値＋330千円）
・R4年度実績：19,679,739円
・達成率：120.7％
【収支率】
・目標値：58.3％（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：63.7％
・達成率：109.3％

乗車密度、運送収入、収支率については目標を達成できた。
輸送人員については運行本数の見直しにより短距離利用者が減少したため目
標を達成できなかった。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況
⑥事業の今後の改善点

（特記事項を含む）

長崎県交通局

・高齢化社会を見据え、チラシ配布・HPへの掲載・ラッピングバスなどによ
り高齢者や運転免許返納者向けのフリー定期券の販売拡大を継続する。
・観光需要のある路線でもあるため、県外に向けた路線情報の発信を強化
していく。
・新型コロナウイルスの影響や軽油高騰等により、経営状況はまだまだ厳
しいものがあるため、利用実態の把握により運行便数や運行ダイヤの適正
化に努める。

・高齢化社会を見据え、チラシ配布・HPへの掲載・ラッピングバスなどにより
高齢者や運転免許返納者向けのフリー定期券の販売拡大を継続する。
・夏休み期間中の小学生を対象にした夏休み子供定期券を販売することに
より、バス利用のきっかけ作り・乗車マナー習得・利用促進を図る。
・新型コロナウイルスの影響や軽油高騰等により、経営状況はまだまだ厳
しいものがあるため、利用実態の把握により運行便数や運行ダイヤの適正
化に努める。

・高齢化社会を見据え、チラシ配布・HPへの掲載・ラッピングバスなどにより
高齢者や運転免許返納者向けのフリー定期券の販売拡大を継続する。
・夏休み期間中の小学生を対象にした夏休み子供定期券を販売することに
より、バス利用のきっかけ作り・乗車マナー習得・利用促進を図る。
・新型コロナウイルスの影響や軽油高騰等により、経営状況はまだまだ厳
しいものがあるため、利用実態の把握により運行便数や運行ダイヤの適正
化に努める。

1 / 14
39
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４．諫早～県界線の運行

バス利用状況の把握に留意しながら適正な運行に
努め、『各種フリーパスのＰＲ』によるバス利用促進
のための取組を行った。

令和４年４月より、利用状況に合わせて便の適正
化（削減）を行った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

【乗車密度】
・目標値：2.9人（R2年度の実績値）
・R4年度実績：3.2人
【輸送人員】
・目標値：130,100人（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：127,775人
・達成率：98.2％
【運送収入】
・目標値：24,721,561円（R2年度の実績値＋890千円）
・R4年度実績：25,031,105円
・達成率：101.3％
【収支率】
・目標値：34.6％（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：33.7％
・達成率：97.4％

乗車密度、運送収入については目標を達成できた。
輸送人員については運行本数の見直しにより短距離利用者が減少したため目
標を達成できなかった。
収支率については燃油価格高騰等に伴う費用の増加により目標を達成できな
かった。

５．諫早～みさかえの園線の運
行

バス利用状況の把握に留意しながら適正な運行に
努め、『各種フリーパスのＰＲ』によるバス利用促進
のための取組を行った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

【乗車密度】
・目標値：2.5人（R2年度の実績値）
・R4年度実績：2.9人
【輸送人員】
・目標値：44,700人（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：48,146人
・達成率：107.7％
【運送収入】
・目標値：10,026,380円（R2年度の実績値＋410千円）
・R4年度実績：11,252,772円
・達成率：112.2％
【収支率】
・目標値：30.6％（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：31.0％
・達成率：101.3％

目標を達成できた。

６．東厚生町～飯盛団地線の運
行

【車両補助対象】
・H30.03 購入3台

バス利用状況の把握に留意しながら適正な運行に
努め、『各種フリーパスのＰＲ』によるバス利用促進
のための取組を行った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

【乗車密度】
・目標値：2.8人（R2年度の実績値）
・R4年度実績：3.2人
【輸送人員】
・目標値：134,100人（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：140,545人
・達成率：104.8％
【運送収入】
・目標値：23,334,205円（R2年度の実績値＋770千円）
・R4年度実績：26,277,622円
・達成率：112.6％
【収支率】
・目標値：37.1％（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：37.7％
・達成率：101.6％

目標を達成できた。

７．今村～早見線の運行
バス利用状況の把握に留意しながら適正な運行に

努め、『各種フリーパスのＰＲ』によるバス利用促進
のための取組を行った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

【乗車密度】
・目標値：2.7人（R2年度の実績値）
・R4年度実績：3.1人
【輸送人員】
・目標値：94,300人（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：133,249人
・達成率：141.3％
【運送収入】
・目標値：19,537,446円（R2年度の実績値＋710千円）
・R4年度実績：21,415,347円
・達成率：109.6％
【収支率】
・目標値：32.6％（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：32.3％
・達成率：99.1％

乗車密度、輸送人員、運送収入については目標を達成できた。
収支率については燃油価格高騰等に伴う費用の増加により目標を達成できな
かった。

 長崎県交通局

・高齢化社会を見据え、チラシ配布・HPへの掲載・ラッピングバスなどにより
高齢者や運転免許返納者向けのフリー定期券の販売拡大を継続する。
・夏休み期間中の小学生を対象にした夏休み子供定期券を販売することに
より、バス利用のきっかけ作り・乗車マナー習得・利用促進を図る。
・新型コロナウイルスの影響や軽油高騰等により、経営状況はまだまだ厳
しいものがあるため、利用実態の把握により運行便数や運行ダイヤの適正
化に努める。

・高齢化社会を見据え、チラシ配布・HPへの掲載・ラッピングバスなどにより
高齢者や運転免許返納者向けのフリー定期券の販売拡大を継続する。
・夏休み期間中の小学生を対象にした夏休み子供定期券を販売することに
より、バス利用のきっかけ作り・乗車マナー習得・利用促進を図る。
・新型コロナウイルスの影響や軽油高騰等により、経営状況はまだまだ厳
しいものがあるため、利用実態の把握により運行便数や運行ダイヤの適正
化に努める。

・高齢化社会を見据え、チラシ配布・HPへの掲載・ラッピングバスなどにより
高齢者や運転免許返納者向けのフリー定期券の販売拡大を継続する。
・夏休み期間中の小学生を対象にした夏休み子供定期券を販売することに
より、バス利用のきっかけ作り・乗車マナー習得・利用促進を図る。
・新型コロナウイルスの影響や軽油高騰等により、経営状況はまだまだ厳
しいものがあるため、利用実態の把握により運行便数や運行ダイヤの適正
化に努める。

・高齢化社会を見据え、チラシ配布・HPへの掲載・ラッピングバスなどにより
高齢者や運転免許返納者向けのフリー定期券の販売拡大を継続する。
・夏休み期間中の小学生を対象にした夏休み子供定期券を販売することに
より、バス利用のきっかけ作り・乗車マナー習得・利用促進を図る。
・新型コロナウイルスの影響や軽油高騰等により、経営状況はまだまだ厳
しいものがあるため、利用実態の把握により運行便数や運行ダイヤの適正
化に努める。
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８．諫早～長崎空港線の運行
（消防学校前、サンスパおおむら
経由）

バス利用状況の把握に留意しながら適正な運行に
努め、『各種フリーパスのＰＲ』によるバス利用促進
のための取組を行った。

また、新型コロナウイルスの影響があったため、海
外ではなく国内の観光者向けたPRを行った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

【乗車密度】
・目標値：2.7人（R2年度の実績値）
・R4年度実績：4.7人
【輸送人員】
・目標値：57,900人（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：98,496人
・達成率：170.1％
【運送収入】
・目標値：12,883,055円（R2年度の実績値＋450千円）
・R4年度実績：21,686,189円
・達成率：168.3％
【収支率】
・目標値：35.5％（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：51.4％
・達成率：144.8％

目標を達成できた。

９．諫早～長崎空港線の運行
（長崎医療センター、サンスパお
おむら経由）

【車両補助対象】
・H31.3 購入3台

バス利用状況の把握に留意しながら適正な運行に
努め、『各種フリーパスのＰＲ』によるバス利用促進
のための取組を行った。

また、新型コロナウイルスの影響があったため、海
外ではなく国内の観光者向けたPRを行った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

【乗車密度】
・目標値：3.1人（R2年度の実績値）
・R4年度実績：5.2人
【輸送人員】
・目標値：108,500人（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：161,654人
・達成率：149.0％
【運送収入】
・目標値：21,567,281円（R2年度の実績値＋620千円）
・R4年度実績：34,574,973円
・達成率：160.3％
【収支率】
・目標値：39.1％（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：54.4％
・達成率：139.1％

目標を達成できた。

１．佐世保駅前～吉井間の運行
関係市と連携し、地区別時刻表作成・配布、Googleマップ
への情報掲載を実施することにより、輸送人員及び経常
収益の増加を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

　
【輸送人員】
・目標値：68,769人（R2年度の実績値＋4,659人）
・R4年度実績：60,884人
・達成率：88.5％
【運送収入】
・目標値：11,786,481円（R2年度の実績値＋810千円）
・R4年度実績：10,930,032円
・達成率：92.7％
【収支率】
・目標値：57.3％（R2年度の実績値＋3.9％）
・R4年度実績：49.6％
・達成率：86.6％

新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少、燃油価格高騰等に伴う費用の
増加により目標を達成できなかった。

２．松浦駅前～平戸桟橋間の運
行

関係市と連携し、地区別時刻表作成・配布、Google
マップへの情報掲載を実施することにより、輸送人
員及び経常収益の増加を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

C

　
【輸送人員】
・目標値：44,138人（R2年度の実績値＋5,637人）
・R4年度実績：27,621人
・達成率：62.6％
【運送収入】
・目標値：12,955,994円（R2年度の実績値＋1,689千円）
・R4年度実績：7,874,623円
・達成率：60.8％
【収支率】
・目標値：39.8％（R2年度の実績値＋5.1％）
・R4年度実績：23.0％
・達成率：57.8％

新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少、燃油価格高騰等に伴う費用の
増加により目標を達成できなかった。

長崎県交通局

・高齢化社会を見据え、チラシ配布・HPへの掲載・ラッピングバスなどにより
高齢者や運転免許返納者向けのフリー定期券の販売拡大を継続する。
・大村市内でのフィーダー系統等との乗継ダイヤも勘案しながらエリアでの
路線展開を実施する。
・新型コロナウイルスの影響や軽油高騰等により、経営状況はまだまだ厳
しいものがあるため、利用実態の把握により運行便数や運行ダイヤの適正
化に努める。

・高齢化社会を見据え、チラシ配布・HPへの掲載・ラッピングバスなどにより
高齢者や運転免許返納者向けのフリー定期券の販売拡大を継続する。
・大村市内でのフィーダー系統等との乗継ダイヤも勘案しながらエリアでの
路線展開を実施する。
・新型コロナウイルスの影響や軽油高騰等により、経営状況はまだまだ厳
しいものがあるため、利用実態の把握により運行便数や運行ダイヤの適正
化に努める。

西肥自動車㈱

・関係市と連携し、地区別時刻表作成・配布、Googleマップへの情報掲載を
継続して実施する。
・バスロケーションシステムの導入や窓口でのクレジットカード取扱の開始、
スマートバス停の設置により利便性向上を図り利用者の増加に繋げる。

・関係市と連携し、地区別時刻表作成・配布、Googleマップへの情報掲載を
継続して実施する。
・バスロケーションシステムの導入や窓口でのクレジットカード取扱の開始
により利便性向上を図り利用者の増加に繋げる。
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別添１

３．福島支所前～伊万里駅前間
の運行

関係市と連携し、地区別時刻表作成・配布、高校入
学前の時期に中学校への定期券PRチラシ配布、
Googleマップへ情報掲載を実施することにより、、輸
送人員及び経常収益の増加を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

　
【輸送人員】
・目標値：35,112人（R2年度の実績値＋4,143人）
・R4年度実績：31,105人
・達成率：88.6％
【運送収入】
・目標値：13,149,251円（R2年度の実績値＋1,592千円）
・R4年度実績：12,675,053円
・達成率：96.4％
【収支率】
・目標値：31.7％（R2年度の実績値＋3.8％）
・R4年度実績：28.6％
・達成率：90.2％

新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少、燃油価格高騰等に伴う費用の
増加により目標を達成できなかった。

４．内海～川棚バスセンター間
の運行

関係町と連携し、地区別時刻表作成・配布、高校入
学前の時期に中学校への定期券PRチラシ配布、
Googleマップへ情報掲載を実施することにより、、輸
送人員及び経常収益の増加を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

　
【輸送人員】
・目標値：65,249人（R2年度の実績値＋10,583人）
・R4年度実績：50,634人
・達成率：77.6％
【運送収入】
・目標値：15,065,184円（R2年度の実績値＋2,503千円）
・R4年度実績：13,644,845円
・達成率：90.6％
【収支率】
・目標値：34.1％（R2年度の実績値＋5.6％）
・R4年度実績：32.0％
・達成率：93.8％

新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少、燃油価格高騰等に伴う費用の
増加により目標を達成できなかった。

５．伊万里駅前～佐世保駅前間
の運行

関係市町と連携し、地区別時刻表作成・配布、
Googleマップへの情報掲載を実施することにより、輸
送人員及び経常収益の増加を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

　
【輸送人員】
・目標値：131,832人（R2年度の実績値＋9,724人）
・R4年度実績：91,496人
・達成率：69.4％
【運送収入】
・目標値：25,675,526円（R2年度の実績値＋1,921千円）
・R4年度実績：21,698,937円
・達成率：84.5％
【収支率】
・目標値：57.4％（R2年度の実績値＋4.3％）
・R4年度実績：51.8％
・達成率：90.2％

新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少、燃油価格高騰等に伴う費用の
増加により目標を達成できなかった。

６．有川港ﾀｰﾐﾅﾙ～箒山～青方
間の運行

関係町と連携し、地区別時刻表作成・配布、高校入
学前の時期に中学校への定期券PRチラシ配布、
Googleマップへ情報掲載を実施することにより、、輸
送人員及び経常収益の増加を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

C

　
【輸送人員】
・目標値：35,268人（R2年度の実績値＋4,269人）
・R4年度実績：24,394人
・達成率：69.2％
【運送収入】
・目標値：7,624,919円（R2年度の実績値＋940千円）
・R4年度実績：5,636,140円
・達成率：73.9％
【収支率】
・目標値：45.6％（R2年度の実績値＋5.6％）
・R4年度実績：32.0％
・達成率：70.2％

新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少、燃油価格高騰等に伴う費用の
増加により目標を達成できなかった。

・関係市と連携し、地区別時刻表作成・配布、高校入学前の時期に中学校
への定期券PRチラシ配布、Googleマップへの情報掲載を継続して実施す
る。
・バスロケーションシステムの導入や窓口でのクレジットカード取扱の開始
により利便性向上を図り利用者の増加に繋げる。

・関係町と連携し、地区別時刻表作成・配布、高校入学前の時期に中学校
への定期券PRチラシ配布、Googleマップへの情報掲載を継続して実施す
る。
・バスロケーションシステムの導入や窓口でのクレジットカード取扱の開始
により利便性向上を図り利用者の増加に繋げる。

・関係市町と連携し、地区別時刻表作成・配布、Googleマップへの情報掲載
を継続して実施する。
・バスロケーションシステムの導入や窓口でのクレジットカード取扱の開始、
スマートバス停の設置により利便性向上を図り利用者の増加に繋げる。

・関係町と連携し、地区別時刻表作成・配布、高校入学前の時期に中学校
への定期券PRチラシ配布、Googleマップへの情報掲載を継続して実施す
る。
・バスロケーションシステムの導入や窓口でのクレジットカード取扱の開始
により利便性向上を図り利用者の増加に繋げる。

西肥自動車㈱
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別添１

７．青方循環線の運行

関係町と連携し、地区別時刻表作成・配布、高校入
学前の時期に中学校への定期券PRチラシ配布、
Googleマップへ情報掲載を実施することにより、、輸
送人員及び経常収益の増加を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

　
【輸送人員】
・目標値：28,666人（R2年度の実績値＋2,855人）
・R4年度実績：26,520人
・達成率：92.5％
【運送収入】
・目標値：5,660,578円（R2年度の実績値＋581千円）
・R4年度実績：5,511,524円
・達成率：97.4％
【収支率】
・目標値：27.4％（R2年度の実績値＋2.8％）
・R4年度実績：22.4％
・達成率：81.8％

新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少、燃油価格高騰等に伴う費用の
増加により目標を達成できなかった。

８．佐々バスセンター～楠泊～
江迎間の運行

関係市町と連携し、地区別時刻表作成・配布、
Googleマップへの情報掲載を実施することにより、輸
送人員及び経常収益の増加を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

　
【輸送人員】
・目標値：133,194人（R2年度の実績値＋13,195人）
・R4年度実績：101,847人
・達成率：76.5％
【運送収入】
・目標値：29,094,041円（R2年度の実績値＋2,940千円）
・R4年度実績：24,707,903円
・達成率：84.9％
【収支率】
・目標値：41.3％（R2年度の実績値＋4.1％）
・R4年度実績：35.2％
・達成率：85.2％

新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少、燃油価格高騰等に伴う費用の
増加により目標を達成できなかった。

９．嬉野～三川内～佐世保駅前
間の運行

関係市町と連携し、地区別時刻表作成・配布、高校
入学前の時期に中学校への定期券PRチラシ配布、
Googleマップへ情報掲載を実施することにより、、輸
送人員及び経常収益の増加を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

C

　
【輸送人員】
・目標値：165,763人（R2年度の実績値＋24,264人）
・R4年度実績：99,278人
・達成率：59.9％
【運送収入】
・目標値：45,116,637円（R2年度の実績値＋6,672千円）
・R4年度実績：25,653,553円
・達成率：56.9％
【収支率】
・目標値：79.6％（R2年度の実績値＋11.7％）
・R4年度実績：57.5％
・達成率：72.2％

新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少、燃油価格高騰等に伴う費用の
増加により目標を達成できなかった。

１０．平戸口駅～平戸高校間の
運行

関係市と連携し、地区別時刻表作成・配布、高校入
学前の時期に中学校への定期券PRチラシ配布、
Googleマップへ情報掲載を実施することにより、、輸
送人員及び経常収益の増加を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

C

　
【輸送人員】
・目標値：53,295人（R2年度の実績値＋11,287人）
・R4年度実績：53,843人
・達成率：101.0％
【運送収入】
・目標値：30,637,383円（R2年度の実績値＋520千円）
・R4年度実績：20,219,936円
・達成率：66.0％
【収支率】
・目標値：56.3％（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：40.5％
・達成率：71.9％

輸送人員については目標を達成できた。
運送収入、収支率については新型コロナウイルス感染症の影響や燃油価格高
騰等に伴う費用の増加により目標を達成できなかった。

・関係町と連携し、地区別時刻表作成・配布、高校入学前の時期に中学校
への定期券PRチラシ配布、Googleマップへの情報掲載を継続して実施す
る。
・バスロケーションシステムの導入や窓口でのクレジットカード取扱の開始
により利便性向上を図り利用者の増加に繋げる。

 西肥自動車㈱

・関係市町と連携し、地区別時刻表作成・配布、Googleマップへの情報掲載
を継続して実施する。
・バスロケーションシステムの導入や窓口でのクレジットカード取扱の開始
により利便性向上を図り利用者の増加に繋げる。

・関係市町と連携し、地区別時刻表作成・配布、高校入学前の時期に中学
校への定期券PRチラシ配布、Googleマップへの情報掲載を継続して実施
する・
・バスロケーションシステムの導入や窓口でのクレジットカード取扱の開始、
スマートバス停の設置により利便性向上を図り利用者の増加に繋げる。

・関係市と連携し、地区別時刻表作成・配布、高校入学前の時期に中学校
への定期券PRチラシ配布、Googleマップへの情報掲載を継続して実施す
る。
・バスロケーションシステムの導入や窓口でのクレジットカード取扱の開始
により利便性向上を図り利用者の増加に繋げる。
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別添１

１．島原駅～加津佐の運行
前回と同様に、沿線人口の増減率に輸送人員数を
乗じた値を目標として取り組んだ。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

【輸送人員】
・目標値：86,530人（R2年度実績＋2.8％）
・R4年度実績：84,893人
・達成率：98.1％
【運送収入】
・目標値：18,884,177円（R2年度実績＋520千円）
・Ｒ4年度実績：16,667,936円
・達成率：88.3％
【収支率】
・目標値：61.5％（R2年度の実績値＋1.6％）
・R4年度実績：57.7％
・達成率：93.8％

新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少、燃油価格高騰等に伴う費用の
増加により目標を達成できなかった。

２．諫早駅～雲仙の運行
前回と同様に、沿線人口の増減率に輸送人員数を
乗じた値を目標として取り組んだ。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

【輸送人員】
・目標値：92,777人（R2年度実績＋2.7％）
・R4年度実績：85,018人
・達成率：91.6％
【運送収入】
・目標値：21,528,256円（R2年度実績＋570千円）
・Ｒ4年度実績：21,379,941円
・達成率：99.3％
【収支率】
・目標値：47.6％（R2年度の実績値＋1.1％）
・R4年度実績：51.1％
・達成率：107.4％

輸送人員、運送収入については新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少
により目標を達成できなかった。
収支率については、運行の効率化により目標を達成できた。

３．諫早駅～雲仙～島原駅の運行
前回と同様に、沿線人口の増減率に輸送人員数を
乗じた値を目標として取り組んだ。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

【輸送人員】
・目標値：102,125人（R2年度実績＋3.1％）
・R4年度実績：91,594人
・達成率：89.7％
【運送収入】
・目標値：25,161,818円（R2年度実績＋750千円）
・Ｒ4年度実績：23,036,904円
・達成率：91.6％
【収支率】
・目標値：44.9％（R2年度の実績値＋1.3％）
・R4年度実績：40.1％
・達成率：89.3％

新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少、燃油価格高騰等に伴う費用の
増加により目標を達成できなかった。

４．青雲荘～島原駅の運行
前回と同様に、沿線人口の増減率に輸送人員数を
乗じた値を目標として取り組んだ。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

【輸送人員】
・目標値：54,469人（R2年度実績＋3.1％）
・R4年度実績：53,179人
・達成率：97.6％
【運送収入】
・目標値：11,672,194円（R2年度実績＋350千円）
・Ｒ4年度実績：10,514,333円
・達成率：90.1％
【収支率】
・目標値：48.3％（R2年度の実績値＋1.4％）
・R4年度実績：41.6％
・達成率：86.1％

新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少、燃油価格高騰等に伴う費用の
増加により目標を達成できなかった。

島原鉄道㈱

・ 企画乗車券（島原半島周遊パス、しまてつスきっぷ、シルバー割引定期
券など）の拡販に努める。
・沿線の他系統との運行効率化を図るため、系統の再編を検討する。

・企画乗車券（島原半島周遊パス、しまてつスきっぷ、シルバー割引定期券
など）の拡販に努める。
・長崎新幹線と沿線の他系統との運行効率化を図るため、系統の再編を検
討する。

・企画乗車券（島原半島周遊パス、しまてつスきっぷ、シルバー割引定期券
など）の拡販に努める。
・長崎新幹線と沿線の他系統との運行効率化を図るため、系統の再編を検
討する。

・ 企画乗車券（島原半島周遊パス、しまてつスきっぷ、シルバー割引定期
券など）の拡販に努める。
・沿線の他系統との運行効率化を図るため、系統の再編を検討する。
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５．諫早駅～口之津の運行
前回と同様に、沿線人口の増減率に輸送人員数を
乗じた値を目標として取り組んだ。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

【輸送人員】
・目標値：163,081人（R2年度実績＋2.7％）
・R4年度実績：124,736人
・達成率：76.5％
【運送収入】
・目標値：34,374,753円（R2年度実績＋910千円）
・Ｒ4年度実績：29,744,656円
・達成率：86.5％
【収支率】
・目標値：57.4％（R2年度の実績値＋1.4％）
・R4年度実績：64.1％
・達成率：111.7％

輸送人員、運送収入については新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少
により目標を達成できなかった。
収支率については、運行の効率化により目標を達成できた。

６．諫早駅～大屋の運行
前回と同様に、沿線人口の増減率に輸送人員数を
乗じた値を目標として取り組んだ。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

【輸送人員】
・目標値：143,324人（R2年度実績＋2.8％）
・R4年度実績：129,768人
・達成率：90.5％
【運送収入】
・目標値：37,772,916円（R2年度実績＋1,030千円）
・Ｒ4年度実績：32,330,699円
・達成率：85.6％
【収支率】
・目標値：67.6％（R2年度の実績値＋1.7％）
・R4年度実績：60.4％
・達成率：89.3％

新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少、燃油価格高騰等に伴う費用の
増加により目標を達成できなかった。

さいかい交通㈱ 板の浦～神の浦～桜の里ターミ
ナルの運行

引き続きコロナ禍による影響を受けたものの、世界
遺産である「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連
遺産」の構成資産「外海の出津集落」「外海の大野
集落」へのアクセスを紹介したパンフレットを継続し
て配布するとともに、路線バスでの移動、食事、施設
入場券等がセットになった旅行商品「路線バスの旅
（キリシタンの里（出津教会）・遠藤周作文学館とラン
チバイキング）」の販売促進を図った。

Ａ
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

【乗車密度】
・目標値：3.5人（R2年度の実績値）
・R4年度実績：3.6人
【輸送人員】
・目標値：92,743人（R2年度の実績値＋1,641人）
・R4年度実績：91,971人
・達成率：99.2％
【運送収入】
・目標値：23,645,057円（R2年度の実績値＋426千円）
・R4年度実績：23,870,019円
・達成率：101.0％
【収支率】
・目標値：61.9％（R2年度の実績値+1.1％）
・R4年度実績：59.0％
・達成率：95.3％

乗車密度、運送収入については目標を達成できた。
輸送人員については新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少により目標
を達成できなかった。
収支率については燃油価格高騰等に伴う費用の増加により目標を達成できな
かった。

五島自動車㈱

１．福江～水之浦～三井楽の運
行

令和元年度車両１両を購入

　フリー乗車券の広報・PR活動の取り組みに加え、
企画乗車券の販売、高齢者フリーパスの販売によ
り、輸送人員の確保に取り組んだ。

Ａ
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

【乗車密度】
・目標値：2.7人（R2年度の実績値以上）
・R4年度実績：2.9人
【輸送人員】
・目標値：124,739人（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：120,261人
・達成率：96.4％
【運送収入】
・目標値：23,518,875円（R2年度の実績値＋300千円）
・R4年度実績：23,928,167円
・達成率：101.7％
【収支率】
・目標値：53.2％（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：54.1％
・達成率：101.7％

乗車密度、運送収入、収支率については目標を達成できた。
輸送人員については新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少により目標
を達成できなかった。

島原鉄道㈱

・グループ会社と連携した新企画乗車券の開発について検討を継続する。
・世界遺産を訪れる観光客の一層の利便向上を図る為、世界遺産駐車場
への路線延長などについて、関係機関と実現に向けた検討に努める。
・世界遺産へのアクセスを紹介したパンフレット配布や旅行商品「路線バス
の旅（キリシタンの里（出津教会）・遠藤周作文学館とランチバイキング）」の
販売促進活動についても、コロナ禍の状況を考慮しながら継続して実施す
る。
・地元利用者のニーズや利用実態変化の把握に努め、地域住民と観光利
用のバランスのとれたダイヤ編成についても、地元自治体をはじめ行政と
連携、協議する。

・企画乗車券（島原半島周遊パス、しまてつスきっぷ、シルバー割引定期券
など）の拡販に努める
・長崎新幹線と沿線の他系統との運行効率化を図るため、系統の再編を検
討する。

・企画乗車券（島原半島周遊パス、しまてつスきっぷ、シルバー割引定期券
など）の拡販に努める
・長崎新幹線と沿線の他系統との運行効率化を図るため、系統の再編を検
討する。

・企画乗車券の広報・PR活動の取り組みに加え、高齢者フリー乗車券の販
売継続により、利用者の拡大を図る。
・休日、年末年始のダイヤを見直し、更なる効率的なダイヤ編成をすること
により、経費の圧縮を図り、収支率の改善を目指す。
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五島自動車㈱
２．福江～大浜～富江の運行

令和元年度車両１両を購入

　フリー乗車券の広報・PR活動の取り組みに加え、
企画乗車券の販売、高齢者フリーパスの販売によ
り、輸送人員の確保に取り組んだ。

Ａ
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

【乗車密度】
・目標値：2.4人（R2年度の実績値以上）
・R4年度実績：2.5人
【輸送人員】
・目標値：51,696人（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：48,911人
・達成率：94.6％
【運送収入】
・目標値：15,320,740円（R2年度の実績値＋200千円）
・R4年度実績：13,620,286円
・達成率：88.9％
【収支率】
・目標値：56.2％（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：56.2％
・達成率：100.0％

乗車密度、収支率については目標を達成できた。
輸送人員、運送収入については新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少
により目標を達成できなかった。

１．郷ノ浦～勝本・芦辺～郷ノ浦
の運行

・3月に各高校へ出向き、新入生や父兄へ定期券に
ついての説明や時刻表等のチラシを配布した。
・1日フリー乗車券の販売増のため、HPへの掲載や
各車両へのチラシの貼付などを行った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

　
【輸送人員】
・目標値：60,348人（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：66,750人
・達成率：110.6％
【運送収入】
・目標値：19,382,130円（R2年度の実績値＋50千円）
・R4年度実績：20,036,662円
・達成率：103.4％
【収支率】
・目標値：66.8％（R2年度の実績値＋1.2％）
・R4年度実績：51.4％
・達成率：76.9％

輸送人員、運送収入については目標を達成できた。
収支率については車両の修理費用が増加したため目標を達成できなかった。

２．郷ノ浦～湯本～勝本・天ヶ原
の運行

・3月に各高校へ出向き、新入生や父兄へ定期券に
ついての説明や時刻表等のチラシを配布した。
・1日フリー乗車券の販売増のため、HPへの掲載や
各車両へのチラシの貼付などを行った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

　
【輸送人員】
・目標値：34,704人（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：34,629人
・達成率：99.8％
【運送収入】
・目標値：13,763,159円（R2年度の実績値＋50千円）
・R4年度実績：14,142,371円
・達成率：102.8％
【収支率】
・目標値：69.0％（R2年度の実績値＋1.1％）
・R4年度実績：53.2％
・達成率：77.1％

運送収入については目標を達成できた。
輸送人員については新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少により目標
を達成できなかった。
収支率については車両の修理費用が増加したため目標を達成できなかった。

対馬交通㈱
１．対馬病院線の運行
（厳原～鶏知～対馬病院）

便毎の利用客の状況（利用時間、目的地）を分析
し、他の路線から乗り継ぎが出来るよう時刻の見直
しを行った。また、利用の多いバス停にはバス停留
所上屋を設置し利便性の向上を図り、安心してご利
用頂けるように乗降口へ消毒液設置を行い利用促
進を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

【輸送人員】
・目標値：79,570人（R2年度実績値の103.4％）
・R4年度実績：62,825人
・達成率：79.0％
【経常収益】
・目標値：19,532,977円（R2年度実績値の102.0％）
・R4年度実績：15,023,692円
・達成率：76.9％
【収支率】
・目標値：53.8％（R2年度の実績値＋1.4％）
・R4年度実績：42.5％
・達成率：79.0％

新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少、燃油価格高騰等に伴う費用の
増加により目標を達成できなかった。

・企画乗車券の広報・PR活動の取り組みに加え、高齢者フリー乗車券の販
売継続により、利用者の拡大を図る。
・休日、年末年始のダイヤを見直し、更なる効率的なダイヤ編成をすること
により、経費の圧縮を図り、収支率の改善を目指す。

壱岐交通㈱

・島内の利用者を増やすため、通学定期券については壱岐市と連携し利用
者数を増やし、1日フリー乗車券については島内住民及び観光客、仕事で
の来島者に向けてHPや車両内外のラッピング等PR強化を図る。

・島内の利用者を増やすため、通学定期券については壱岐市と連携し利用
者数を増やし、1日フリー乗車券については島内住民及び観光客、仕事で
の来島者に向けてHPや車両内外のラッピング等PR強化を図る。

・実態調査結果に基づき、時間ごとの利用目的や集中する時間帯などを整
理しダイヤの見直しを行い通院以外でも利用してもらうよう努める。
・安心してご利用頂けるようバス車内消毒等を徹底し利用増を図る。
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対馬交通㈱
２．縦貫線の運行
（対馬病院～空港・仁位～国際
ターミナル）

国際ターミナル内にある対馬観光物産協会カウン
ターにて、1日フリーパス券（韓国語表記）の販売を
委託するとともに、韓国人向けパンフレットへの時刻
表掲載等を依頼及び自社ホームページ内に韓国語
標記も掲載し販売促進を行ったが、高速船の運休が
続いており促進に努められなかった。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

【輸送人員】
・目標値：100,428人（R2年度実績値の103.4％）
・R4年度実績：100,179人
・達成率：99.8％
【経常収益】
・目標値：25,926,731円（R2年度実績値の102.6％）
・R4年度実績：23,581,515円
・達成率：91.0％
【収支率】
・目標値：34.2％（R2年度の実績値＋1.1％）
・R4年度実績：32.0％
・達成率：93.6％

新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少、燃油価格高騰等に伴う費用の
増加により目標を達成できなかった。

JR九州バス㈱
彼杵駅～嬉野温泉駅・武雄温泉
駅～たけお競輪場の運行

・新幹線開業直前の令和4年9月20日にＩCカード「ニ
モカ」を導入し、導入記念に「ニモカに乗って特産品
を当てようキャンペーン」を行った。
・令和4年8月22日より通勤通学のスマホ定期を導入
した。
・ニモカ利用ガイド及び時刻表を掲載したリーフレット
を作成し、令和4年9月に武雄市東川登町と西川登
町約1,300世帯、嬉野沿線地区2,825世帯に全戸配
布した。また、駅、病院、ショッピングモール、公共施
設にもリーフレットを設置した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

【輸送人員】
・目標値：38,276人（R2年度の実績値+414人）
・R4年度実績：31,727人
・達成率：82.9％
【経常収益】
・目標値：14,417,721円（R2年度の実績値＋142,750円）
・R4年度実績：15,541,921円
・達成率：107.8％
【収支率】
・目標値：27.1％（R2年度の実績値+1.0％）
・R4年度実績：27.8％
・達成率：102.6％

経常収益、収支率については目標を達成できた。
輸送人員については新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少により目標
を達成できなかった。

生月自動車㈲ 平戸高校線の運行

・R3.10月～春日・高越・獅子住民へ平戸市からの交
通補助のチラシを市を通じて回覧にて配布。
・地域住民の声により、1日(平日)4便のうちの第2便
(上下線各1便ずつ)の発着時間を変更。(R3年11月
～)

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

【輸送人員】
・目標値：5,212人（R2年度の実績値＋5.0％）
・R4年度実績：7,021人
・達成率：134.7％
【収支率】
・目標値：15.0％（R2年度の実績値＋1.0％）
・R4年度実績：20.7％
・達成率：138.0％

路線再編により、利用者数増加・経常費用の削減が図られ目標を達成すること
ができた。

長崎自動車㈱
 １．時津北部ターミナル～大串
線の運行

－ A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

【乗車密度】
・目標値：3.6人（R2年度の実績値）
・R4年度実績：3.4人
【輸送人員】
・目標値：56,226人（R2年度の実績値＋2,000人）
・R4年度実績：50,972人
・達成率：90.7％
【運送収入】
・目標値：15,416,010円（R2年度の実績値＋610千円）
・R4年度実績：13,635,320円
・達成率：88.4％
【収支率】
・目標値：30.4％（R2年度の実績値+1.1％）
・R4年度実績：29.0％
・達成率：95.4％

新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少、燃油価格高騰等に伴う費用の
増加により目標を達成できなかった。

・実態調査結果に基づき、時間ごとの利用目的や集中する時間帯などを整
理しダイヤの見直しを行い通院以外でも利用してもらうよう努める。
・安心してご利用頂けるようバス車内消毒等を徹底し利用増を図る。

・沿線自治体と連携し利用促進の広報活動を今後も継続していく。
・地元利用客はもとより観光客の移動手段としての交通網として、新幹線と
の接続等沿線自治体と一体となって検討していく。

・車両内に目安箱の設置を試みるなど、地域住民・学生の声を聞きながら、
更に利便性の高い路線にする事を目指していく。

・県や関係市の地域公共交通計画に照らし、利用実態及びニーズに即した
最適なダイヤ編成を進め、各関連機関とも連携しながら持続可能なバス路
線への転換を目指し、沿線企業及び住民への利用促進啓発を継続して実
施する。
・アフターコロナにおける観光需要の取り込みを図るべく、バスマップの無
償配布についても継続して実施する。
･バスロケーションシステムの導入等による利用環境の改善及び利便向上
策への取り組み推進を図る。
･新型コロナウイルスの影響により延期となっていた貨客混載導入可否の
検討についても再度推進を図る。
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別添１

２．秋寄～長与ニュータウン線の
運行

－ A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

【乗車密度】
・目標値：2.9人（R2年度の実績値）
・R4年度実績：3.2人
【輸送人員】
・目標値：56,603人（R2年度の実績値＋2,000人）
・R4年度実績：56,447人
・達成率：99.7％
【運送収入】
・目標値：7,406,199円（R2年度の実績値＋288千円）
・R4年度実績：7,809,325円
・達成率：105.4％
【収支率】
・目標値：33.2％（R2年度の実績値+1.2％）
・R4年度実績：36.9％
・達成率：111.1％

乗車密度、運送収入、収支率については目標を達成できた。

３．江平高部～百合野病院線の
運行

－ A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

【乗車密度】
・目標値：6.5人（R2年度の実績値）
・R4年度実績：6.5人
【輸送人員】
・目標値：183,020人（R2年度の実績値＋3,800人）
・R4年度実績：166,604人
・達成率：91.0％
【運送収入】
・目標値：22,264,395円（R2年度の実績値＋486千円）
・R4年度実績：21,638,535円
・達成率：97.2％
【収支率】
・目標値：61.9％（R2年度の実績値+1.3％）
・R4年度実績：64.0％
・達成率：103.4％

乗車密度、収支率については目標を達成できた。
輸送人員、運送収入については新型コロナウイルス感染症の影響や人口減少
により目標を達成できなかった。

４．長崎新地ターミナル～琴の尾
登口線の運行

－ A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

【乗車密度】
・目標値：5.3人（R2年度の実績値）
・R4年度実績：5.6人
【輸送人員】
・目標値：130,886人（R2年度の実績値＋3,900人）
・R4年度実績：132,420人
・達成率：101.2％
【運送収入】
・目標値：20,662,467円（R2年度の実績値＋665千円）
・R4年度実績：21,623,961円
・達成率：104.7％
【収支率】
・目標値：41.2％（R2年度の実績値+1.2％）
・R4年度実績：46.4％
・達成率：112.6％

目標を達成することができた。

長崎自動車㈱

・県や関係市の地域公共交通計画に照らし、利用実態及びニーズに即した
最適なダイヤ編成を進め、各関連機関とも連携しながら持続可能なバス路
線への転換を目指し、沿線企業及び住民への利用促進啓発を継続して実
施する。
・アフターコロナにおける観光需要の取り込みを図るべく、バスマップの無
償配布についても継続して実施する。
･バスロケーションシステムの導入等による利用環境の改善及び利便向上
策への取り組み推進を図る。

・県や関係市の地域公共交通計画に照らし、利用実態及びニーズに即した
最適なダイヤ編成を進め、各関連機関とも連携しながら持続可能なバス路
線への転換を目指し、沿線企業及び住民への利用促進啓発を継続して実
施する。
・アフターコロナにおける観光需要の取り込みを図るべく、バスマップの無
償配布についても継続して実施する。
･バスロケーションシステムの導入等による利用環境の改善及び利便向上
策への取り組み推進を図る。

・県や関係市の地域公共交通計画に照らし、利用実態及びニーズに即した
最適なダイヤ編成を進め、各関連機関とも連携しながら持続可能なバス路
線への転換を目指し、沿線企業及び住民への利用促進啓発を継続して実
施する。
・アフターコロナにおける観光需要の取り込みを図るべく、バスマップの無
償配布についても継続して実施する。
･バスロケーションシステムの導入等による利用環境の改善及び利便向上
策への取り組み推進を図る。
･新型コロナウイルスの影響により延期となっていた貨客混載導入可否の
検討についても再度推進を図る。
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　別添１－２

令和5年1月24日

地域の交通の目指す姿
（事業実施の目的・必要性）

　 長崎県の複数の市町においては、現在、地域公共交通活性化・再生法に基づく「地域公共交通計画」が策定されており、残
りの市町においても今後計画的に計画を策定予定である。計画に基づく地域の実情に応じた地域公共交通ネットワークの形
成により、地域公共交通の維持・確保が図られていくことが期待されている。
   乗合バスについては、高齢化やマイカーの普及、近年においては新型コロナウイルス感染症の影響により年々利用者が減
少しているが、住民の足を今後も維持していくため、限定パスの発行や路線マップの配布などのほか、インバウンド対策とし
て、利用しやすいダイヤ設定や乗継の円滑化、ＩＣカードの活用、わかりやすい案内表示、旅行商品と連携した二次交通アクセ
スの仕組みづくり等、利用者の増加・利便性向上に向けた取り組みを進めることとしている。
　
  以下、各地域毎に記載。

事業実施と生活交通確保維持改善計画との関連について

協議会名： 長崎県バス対策協議会

評価対象事業名： 陸上交通に係る地域公共交通確保維持事業（地域間幹線系統）
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＜県北地域②（ＪＲ九州バス㈱）＞
　 嬉野線沿線は、少子高齢化が進んでおり、高齢者等の交通弱者の移動手段を確保することは、安心して暮らせる社会を構
築するためにも必要不可欠であるほか、観光地の宿泊地である温泉街を結ぶ唯一の公共交通機関でもある。また、生活交通
路線としても病院や、通勤・通学、買い物等の移動手段として、地域にとって必要不可欠な路線であるため、今後も運行方法、
ダイヤの検討も含めた使いやすい移動手段の提供が求められる。
　　しかし、嬉野線は赤字が続いているため、路線を維持するためには将来の新幹線開業を踏まえた観光客の誘致を含め、
自治体や行政の協力及び支援が不可欠の状況である。

地域の交通の目指す姿
（事業実施の目的・必要性）

　＜県央地区（長崎県交通局＞
　バス事業者に課せられている社会的使命は、沿線住民の通勤・通学・通院や買い物のための外出など、日常の移動手段を
確保し続けるために、日々の運行を継続することにある。また、地域におけるバス事業のあり方については、移動手段を必要
としている方々にバス利用の機会を広く提供することと考える。こうして形成される交通ネットワークにより、バスの乗り継ぎや
他の交通機関への乗り継ぎを可能として、より広範囲な移動を確保することができる。
　しかしながら、バス事業者の抱える運行コスト面の制約は大きく、全ての路線に十分な便数を提供できていないのが現状で
あり、また、令和２年からは、新型コロナウイルスの感染を懸念した移動の停滞が広がり、この影響でバス利用者数もこれまで
に経験したことのない大きな落ち込みとなっており、運送収入の大きな減少は、厳しい経営状況に拍車をかける事態となって
いる。そのような中、少しでも路線収支を改善して現状の便数を確保していくためには、バス利用を促進する取り組みが必要と
なると考える。
　当局では新たな取り組みとして、「免許返納者パス」や「プラチナパス６５」、「夏休みこども定期券」などの各種フリーパスの運
用を開始している。「免許返納者パス」、「プラチナパス６５」については、交通事故防止及びマイカーからの移行喚起、高齢者
の移動手段確保、「夏休みこども定期券」については、小学生のバス利用のきっかけ作りやバス乗車マナー習得などを目的と
している。
　  しかしながら、事業者ができることには一定限界があり、沿線の自治体や地元の住民からの路線維持と利用促進に向けた
理解と協力が欠かせないと思われ、バス事業者の限られた稼動体制（車両と乗務員の確保など）のなかで効率的な路線運行
を展開できるよう、各自治体が主体となって、積極的に地元住民との協議や調整を行うことも望まれると考える。

＜県北地域①（西肥自動車㈱）＞
　生活交通確保維持改善計画に該当する系統の多くがその地域唯一の運行系統となっており、沿線地域の学生や車を運転
できない高齢者等、いわゆる交通弱者とされる沿線住民の通学・通院・買い物等の移動手段として、住民の生活を支える重要
な役割を果たしている。
　 しかし、沿線地域における人口減少や少子化に伴う学生数の減少、高齢者の運転免許証保有者増加に加え、新型コロナウ
イルス感染症の感染拡大に伴う影響により、各系統は輸送人員の減少が続き、路線の維持が非常に困難な状況となってい
る。沿線住民の生活に重要な路線として引き続き維持・確保していくためには、各沿線自治体を始めとした関係各所からの支
援が必要不可欠である。
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＜県北地域③（生月自動車㈲）＞
　　本系統は、生月から平戸高校へ通学する高校生及び平戸市民病院へ通院する者のための唯一の系統となっている。さら
に令和２年１０月からは平戸本島の獅子地区における住民も利用することとなり、獅子地区においても高校通学及び通院等の
唯一無二の系統となり、将来にわたって維持していく必要がある。

＜島原半島地域（島原鉄道㈱）＞
　 当該系統については、島原半島内や他地域への通学、通院、買い物等の移動手段として必要であるが、現状は少子高齢
化等の要因に加え、昨年度からの新型コロナ感染症拡大による利用者の減少が大きく、系統の維持そのものが困難になって
きている。今後は、運行の効率化を図るための系統再編を視野に入れつつ、昨秋開業した長崎新幹線との連携を図るため、
スムーズな乗継、遅延を起こしにくい時刻設定、需要に見合った適切な運行回数など、利用しやすいダイヤ設定を行うことで、
利便性を損なうことなく地域住民および観光客の移動手段を維持確保できるように沿線自治体と協働して取り組んで行きた
い。

　　地域の交通の目指す姿
（事業実施の目的・必要性）

＜西彼地域①（さいかい交通㈱）＞
　 当該系統は、長崎市と西海市を結ぶ幹線であり沿線地域住民の貴重な生活交通路線となっている。主に西海市民及び長
崎市外海地区住民の長崎市内への通勤・通学・通院・買物の為の移動手段として利用されている。また、長崎市三重地区や
外海地区から西彼杵高校や長崎市外海中学校の生徒輸送も担っており、沿線住民にとって不可欠な路線である為、維持・確
保していく必要がある。
    また、世界遺産「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」の構成資産、「外海の出津集落」「外海の大野集落」が沿線に
ある為、観光利用と地域住民利用のバランスを考慮したダイヤ編成と、関係機関と連携した観光需要の取込により、安定的、
継続的な運行を確保し、コロナ禍の完全収束に見通しが立たない厳しい環境下にある中でも、地域公共交通としての役割を
果たしていく。

<下五島地域（五島自動車㈱）>
　福江島内唯一の乗合バスとして、島内高校等へ通う学生・生徒の通学バスとして利用されており、また、住民の島内病院へ
の通院や市街地等での買い物時の移動手段として必要な路線であり、今後も維持・確保していく必要がある。

＜西彼地域②（長崎自動車㈱）＞
　 当該系統は、長崎市内から時津町、長与町、西彼杵半島エリア（長崎市旧琴海町及び西海市）を結ぶ幹線であり、沿線地
域住民の重要な生活交通路線となっている。主に長崎市旧琴海町民及び西海市民の通院・買物等の移動手段として利用さ
れている。また、長崎市内中心部への移動手段としての役割も担っており、沿線住民にとって不可欠な路線である為、確保・
維持が必要である。
また、関係機関と連携した観光需要の取込と、地域公共交通計画に照らした地域住民利用のバランスを考慮したダイヤ編成
を行い、安定的・継続的な運行を確保し、将来にわたって持続可能な路線バス網の構築を目指すとともに、コロナ禍の完全収
束に見通しが立たない厳しい環境下にある中でも、地域公共交通としての役割を果たしていく。
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地域の交通の目指す姿
（事業実施の目的・必要性）

＜上五島地域（西肥自動車㈱）＞
　生活交通確保維持改善計画に該当する系統の多くがその地域唯一の運行系統となっており、沿線地域の学生や車を運転
できない高齢者等、いわゆる交通弱者とされる沿線住民の通学・通院・買い物等の移動手段として、住民の生活を支える重要
な役割を果たしている。
　 しかし、沿線地域における人口減少や少子化に伴う学生数の減少、高齢者の運転免許証保有者増加に加え、新型コロナウ
イルス感染症の感染拡大に伴う影響により、各系統は輸送人員の減少が続き、路線の維持が非常に困難な状況となってい
る。沿線住民の生活に重要な路線として引き続き維持・確保していくためには、各沿線自治体を始めとした関係各所からの支
援が必要不可欠である。

<壱岐地域（壱岐交通㈱）>
　高校の通学・高齢者の移動手段等の利用者が中心となっており、また、各病院、島内の官公庁、公共施設へ接続する重要
路線となっているため、今後も維持・確保していく必要がある。

＜対馬地域（対馬交通㈱）＞
　人口減少と少子高齢化が著しく進行している対馬市において、公共交通は地域の暮らしと経済を支える不可欠なものであ
り、厳原～対馬病院～国際ターミナルの３つの拠点を繋ぐ基幹路線を骨格に、通勤・通学・買物・通院・外国人旅行客の移動
手段として確保をしたい。
　またバス停留所への移動が困難になってきた高齢者が増加してきた為、バス停留所が１つしかない地区への新たなバス停
留所設置及び利用人員が多いバス停へはバス停上屋及びベンチの設置を行い高齢者への負担軽減及び利用増に繋がるよ
う努め、利用者の負担を減らし通勤・通学・買物客への利便性・効率性の向上を図り、利用客の増加に努めたい。
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田川市地域公共交通会議 （福岡県田川市）

概 要

【運行主体】
田川市地域公共交通会議（運行管理は委託）
【運行路線】
市内全域４路線１７系統４９便（すべて国庫補助路線）
【運行日】
平日のみ（土日祝日及び１２月３０日～１月３日は運休）
【乗車運賃】
１回乗車：大人（中学生以上） 200円、小学生100円、未就学児 無料
１日フリー乗車券：400円
回数券：2,000円
一般定期券： １か月 4,000円、 ３か月 11,000円、 ６か月 20,000円
通学定期券： １か月 2,000円、 ３か月 5,500円、 ６か月 10,000円
デジタル乗車券： 大人（中学生以上） 200円、小学生 100円

１日フリー乗車券 400円
１３時以降限定１日フリー乗車券 200円
２５歳未満３０日間乗り放題サブスクチケット 2,000円

事業名：令和４年度地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

合併状況：昭和１８年に旧後藤寺町と旧伊田町が合併
人 口：４５，７４９人 （令和４年１１月末現在）
面 積：５４．５５平方キロメートル
過疎地域等指定：過疎
高齢化率：３４．６％
系 統 数：１７系統（すべて国庫補助系統）
運行便数：４９便
自治体負担額： Ｈ２９ 14,911千円、 H３０ 0円、 R１ 24,339千円

R２ 29,997千円、 R３ 30,633千円、 R４ 29,864千円
※H３０は協議会繰越金で対応
協議会開催数：協議会 ４回(うち書面審議３回)

計画、目標（Ｐｌａｎ）

生活交通確保維持改善計画等の取組み（Ｄｏ）

実施状況、目標の達成（Ｃｈｅｃｋ）

今後の課題、対応（Ａｃｔｉｏｎ）

【今後の課題】
令和５年１０月に西鉄バスの廃止に伴い、コミュニティバスのルートや運賃体系の見直しを行うこととして
おり、路線再編後における利用者の利用状況や課題、問題が新たに発生することが予測される。
【対応】
新たな路線の見直しを実施し、交通空白地帯の解消、利用環境の整備、待ち時間の軽減等を行う。
利用促進に向けたPR活動を継続する。

【令和４度の取り組み】
・令和３年１０月からの大幅な路線の見直しを行い、新路線での運行開始。
・路線や運賃の見直しに向けた協議・検討。
・広報誌等による公共交通の現状の周知及び利用促進のPRを実施。

【地域特性】
民間企業による既存公共交通体系の維持が困難となり、平成２２年１０月よりコミュニティバスの運行が
開始されている。
【計画期間及び目標】
計画期間：６年間（令和２年度～令和７年度）※田川市地域公共交通網形成計画
目 標：「利用者ニーズを反映したコミュニティバスの運行改善」

「公共交通を持続的に維持するための利用促進」
「様々な交通手段の結節と広域移動手段の利便性向上」

【考慮すべき事項】
交通空白地域の解消、民間路線との競合回避、まちづくりと一体化した交通網整備、住民へのPR。

【実施状況】
令和３年１０月改正において、他の公共交通機関との乗り継ぎを考慮しダイヤ改正実施。新路線市内全
４路線１７系統４９便（有償）での運行を開始（すべて国庫補助路線）
ノンステップバス２台を導入（公有民営方式車両購入費国庫補助を活用）

【目標の達成】
国庫補助路線全体では、目標輸送人員６２，０７０人に対し輸送人員実績は６０，６７２人となり、目標を達
成出来なかった（路線ごとにおける輸送人員は目標を達成したものと未達成のものがあった）。
しかしながら、新型コロナウィルスの影響により、外出の自粛がある中、輸送人員は前年度実績の４８，９
５１人から１１，７２１人増加しており、回復傾向にある。
車両購入時の収支改善計画では、修繕費2,314,200円のうち925,680円の削減を目標としていた。
令和４年度の修繕費の実績値は1,001,321円であり、13,128,779円の削減を達成した。

基礎データ
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別添１

令和5年1月25日

協議会名：田川市地域公共交通会議

評価対象事業名：Ｒ４年度地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①補助対象事業者等 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

田川構内自動車(株)

まちなか循環線

社会保険田川病院～上ノ山団
地の運行

収支率の維持・向上を目標に、
鉄道・バスとの乗り継ぎの利便
性を考慮したダイヤ編成。広報
紙等による利用促進。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

A
・目標輸送人員３２，４６１人
・輸送人員実績３５，０９０人を達成

新規利用者獲得のためチラシ、広報紙
等による利用促進、時刻表の配布を行
う。
利便性向上のため、デジタル乗車券を
活用したお得なチケットの発行等を行
う。

田川構内自動車(株)

坂谷線

坂谷～社会保険田川病院の運
行

収支率の維持・向上を目標に、
鉄道・バスとの乗り継ぎの利便
性を考慮したダイヤ編成。広報
紙等による利用促進。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

C

・目標輸送人員１２，２５７人
・輸送人員：６，４９３人（▲47.0％）と
目標を達成できなかった。R３年１０
月より路線を再編しており、過去の
実績値がない中で設定した目標値
が過大であったことと、新型コロナウ
イルス感染症による外出の自粛が
要因と考えられる。

コミュニティバス利用が定着するように
鉄道・バスとの接続強化。
新規利用者獲得のためチラシ、広報紙
等による利用促進、時刻表の配布を行
う。
利便性向上のため、デジタル乗車券を
活用したお得なチケットの発行等を行
う。

・目標輸送人員　９，０９３人
・輸送人員実績　９，３７０人を達成

新規利用者獲得のためチラシ、広報紙
等による利用促進、時刻表の配布を行
う。
利便性向上のため、デジタル乗車券を
活用したお得なチケットの発行等を行
う。

A
・目標輸送人員　８，２５９ 人
・輸送人員実績　９，７１９人を達成

新規利用者獲得のためチラシ、広報紙
等による利用促進、時刻表の配布を行
う。
利便性向上のため、デジタル乗車券を
活用したお得なチケットの発行等を行
う。

田川構内自動車(株)

伊加利線

田川伊田駅～田川伊田駅の運
行

収支率の維持・向上を目標に、
鉄道・バスとの乗り継ぎの利便
性を考慮したダイヤ編成。広報
紙等による利用促進。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

A

田川構内自動車(株)

弓削田・金川・上伊田線

社会保険田川病院～社会保険
田川病院の運行

収支率の維持・向上を目標に、
鉄道・バスとの乗り継ぎの利便
性を考慮したダイヤ編成。広報
紙等による利用促進。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。
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地域の交通の目指す姿
（事業実施の目的・必要性）

（１）目的
　本市では、日常生活における市内移動手段の確保と、地域間交通ネットワークへの円滑な接続、持続可能な公共交
通の実現を目指して、平成22年度から市内の交通空白地域・不便地域の解消を図るため田川市コミュニティバスの運
行を開始している。
 これまでの利用実績や地域間幹線系統の廃止等の可能性をふまえ、平成25年3月に「田川市地域公共交通総合連携
計画」を策定していたが、計画期間が終了したため、新たな交通計画として、令和2年9月に6年間の地域公共交通の計
画として、「田川市地域公共交通網形成計画」を策定し、幹線交通との接続の改善、公共交通結節点における利用環
境の整備や乗り継ぎ利便性の向上といった地域公共交通全体の確保維持を図るものとしている。
（２）必要性
　平成22年度から取り組みを始めた田川市コミュニティバスは、地域に密着した生活交通として、市民の日常生活に必
要不可欠な存在となっている。
　また、田川市郡の中心都市である本市は地域間交通ネットワークの拠点となる田川後藤寺駅や田川伊田駅を有して
おり、西鉄バスやＪＲ、平成筑豊鉄道との円滑な接続が重要である。
このため、今後も継続的な取り組みを行うことで、安定した地域公共交通の確保維持と改善が求められている。

別添１－２

事業実施と生活交通確保維持改善計画との関連について

令和5年1月25日

協議会名： 田川市地域公共交通会議

評価対象事業名： Ｒ４年度地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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田川市コミュニティバス
令和３年１０月の再編について

2023.2.17
田川市都市計画課
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主な実施内容

➀路線見直し

➁運賃見直し

➂車両購入・公有民営補助の活用
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再 編 前

・路線ごとが独立

・バス同士の乗り継ぎが考慮

されていない

・目的地へのアクセスが困難

➀路線見直し
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再 編 後

・生活利便施設を結ぶ
「まちなか循環線」を新設

・バスを乗り継げば市内の
どこへでも行ける

・乗り継ぎ拠点を駅前にした

・高校生の通学時間に合わせた
ダイヤ

➀路線見直し
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➁運賃見直し

・定期券の値下げ

・通学定期券新設
１年間で２万円の料金設定

・定期券販売場所の増
バス営業所１か所から

市内全郵便局を加え１１か所へ

新規利用者の取り込み再 編 前 再 編 後

200円 200円

200円 100円

無 料 無 料

１ヶ月 6,000円 4,000円

３ヶ月 － 11,000円

６ヶ月 － 20,000円

１ヶ月 － 2,000円

３ヶ月 － 5,500円

６ヶ月 － 10,000円

回 数 券

（１１枚綴り）
2,000円 2,000円

１日フリー乗車券

（全路線乗り放題）
500円 400円

種   別
金  額

基 本 運 賃

（1回乗車あたり）

一 般

通 学

定 期 券

一 般
小 学 生

未 就 学 児
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➂車両購入・公有民営補助の活用
・車両の老朽化により故障が頻発、運行継続が困難
・バス運行会社の経営状況が厳しく、
バス運行会社による車両の更新は不可

・公有民営補助の活用

・市が車両を講入し事業者へ無償貸与
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➂車両購入・公有民営補助の活用
・バス利用者に高齢者が多い
・乗降時の負担を減らしたい

・高齢者や足の不自由な方
にも身近なバスを目指す

ノンステップバスを導入

・認知されやすい目立つ配色が
市民から大好評
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実績

コロナ前を
超える
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高校入学説明会でチラシ配布
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再編前計 44ヶ月

再編後計 326ヶ月
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今後の課題と対策

・更なる利用者の獲得

・令和５年秋に

市内西鉄バス路線廃止

課 題 対 策（予定）

・利用者のバス待ち時間の

苛立ち・不安

・様々な「お得な乗車券」の試験販売

・デジタル乗車券を活用した利便性向上

・新規路線の追加

・既存路線の見直し

・バスロケーションシステムの導入
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九州各県MaaS実行委員会等連絡会
事業内容

事業名：令和４年度新モビリティサービス推進事業

基礎データ

事業実施前の状況（Ｂｅｆｏｒｅ）

事業実施後の状況（Ａｆｔｅｒ）

■対象区域の概要
・地域：九州７県

・人口：12,667,728人

・面積：42,231㎢

■対象区域のビジョン

・「長崎県MaaS導入指針（2021年5月策定）」ほか、

各自治体で策定している交通基本計画等

・九州経済連合会「2022年度事業計画」 等

→これらの計画を汲みながら、

交通事業者主体の取り組みとして実施

■事業エリア
九州７県

■MaaS事業に取り組む背景
・少子高齢化、人口減少に加え、コロナ禍による交通事業者の

厳しい経営環境
・MaaSサービス基盤が地域毎にバラバラになりかねない状況

→九州が一つになって持続可能な交通ネットワークづくり
に取り組む必要がある

■事業内容
・MaaSアプリ・プラットフォーム“my route”を九州全県に

展開・活用
・交通事業者の共創による、交通サービスのフィジカルな連携

と、共通MaaS基盤を活用した持続可能な地域交通ネットワー
クの構築に向けた取り組みを推進

・県・交通事業者をまたぐデジタルチケットを設定し観光の利

便性向上と、競争力の向上を目指す
・QRコードを活用したデジタルチケット確認端末を九州内の

JR・私鉄・第三セクター各社に展開・共同使用し、お客さま
の利便性向上と広域的な利用データの収集・活用を推進

・交通事業者・官民など地域が一体となった推進組織を設置し、
コスト・ノウハウ・人的リソースを集約し更なる有効活用と
持続可能なスキームを構築

■現状・問題点
・少子高齢化や人口減少に加え、コロナ禍で交通事業者の経営環境が厳しい
・交通事業者の厳しい経営環境の中、各社ともMaaSなどの新たな取り組み

を行うための余力、リソース（財政面、人材など）が不足
・多数のMaaSアプリ、プラットフォームの出現により、サービス基盤が地域ごと

にバラバラになりかねない状況
■事業の目的
・九州が一つとなって、広域に連携したシームレスな移動の実現、

MaaSの社会実装の推進
・交通事業者の連携とMaaSアプリ活用した持続可能な交通ネットワークづくり
・観光の利便性、地域間競争力の向上
・移動需要創出、データ検証による利用データの取得と利活用方法の検証

＜2023年1月末時点の導入状況＞

■効果検証
・アプリから取得できるデータやアンケートで以下の項目を検証予定である

→ルート検索回数、デジタルチケット販売枚数、アプリの利用満足度、
交通サービスの利用満足度、提供サービスにより移動需用創出・交通機関利
用のきっかけとなったか 等

※アンケートの実施は2月～3月、最終的な集計は3月末となる予定
※事業開始以降12月末時点でのデジタルチケット販売枚数は約10万７千枚

■交通業界・自治体等の高い関心と水平展開
・交通事業者が連携し、さらに県境を越え“九州”という広い括りで連携し

た取組みは、MaaSの先進事例として注目を集めており、国交省をはじめと
する行政や議会、他交通事業者による視察や、大学等での講義、講演の依
頼も受けている。
今年度「面的」に実装した取組みを今後も深度化しつつ、2022年8月に
発足した九州MaaSプロジェクト研究会等を通して、持続可能なスキーム
を検討していきたい。

2022年度中に鹿児島
エリアにもmyrouteを
導入し、九州全域への展
開が完了予定
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別添１

令和5年1月31日

・九州全域へのMaｓS基盤（myroute）の展開
　→年度内に鹿児島エリアに展開し、九州全域への展開が完了予定。
・官民一体となった九州全域へのMaaS運営スキームの構築
　→引き続き、九州MaaSプロジェクト研究会等を通して取組んで行く。
・QRコードを活用したデジタルチケット機能の拡充
　→運賃計算を伴うデジタルチケットサービスを年度内にリリースする。
※目標値以外の改善点など
・展開済のエリアにおいても、商業や観光と連携したデジタルチケットの造成等に取り組む。
・利用者へのアンケートで得られる声に基づき、より利用しやすいMaaS基盤の改良やデジタルチケットの造成等に
　努め、九州全エリアにおいて取組みを深度化していく。
・鹿児島エリアに限らず、交通事業者は少子高齢化や人口減、コロナ禍により厳しい経営環境にあり、ＭａａＳの導入
　や維持にかかる費用負担に対して非常に敏感である。引き続き、関係省庁や自治体等を含め、持続可能なスキーム
　について議論を行い、構築していく。

A/B/Cのいず
れか

（交付申請時の目標値の達成状況等を定量的に記載）

A

・アプリの利用満足度70％以上、アプリが外出や交通機関利用のきっかけとなった割合　70％以上
　→利用満足度等については、アプリから得られるデータの他、２月以降にアンケート調査を行い
　　定量的な評価を実施予定である。事業期間中にデジタルチケットを購入されたお客さまへアプリ
　　を通してアンケートの協力依頼を送信し、満足度については、アプリそのものが便利であったか、
　　チケットの購入や利用がスムーズに行えたかどうか等について、「はい・いいえ」で回答を得る予定
　　である。
・ルート検索回数　延べ123,200回
　→事業終了後、年度末に集計予定である。
・デジタルチケットの販売枚数　131,600枚
　→2022年12月末現在　約107,000枚

④今後の改善点

（目標値の達成状況等を踏まえ今後の改善点や、取組内容等を記載）

③目標・効果の達成状況

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価

補助事業者名：九州各県MaaS実行委員会等連絡会

評価対象事業名：日本版MaaS推進・支援事業

①事業の結果概要

（事業の実施内容、結果の概要等を記載）

九州各県が連携し広く活用できるMaaS基盤を構築し、面的な展開とサービスの高度化を進めつつ、
九州内の交通事業者、官民が一体となり支えていく持続可能なスキームの構築に向けた検討を進めている。

②事業実施の適切性

A/B/Cのいず
れか

（交付申請時の計画に沿って、事業が適切に実施されたかどうかを定性的に記載）

A

・九州全域へのMaｓS基盤（myroute）の展開
　→概ね計画通り、MaaS導入エリアを拡大している。（長崎・熊本　展開済）
　　 今年度新たに設立した実行委員会等では、主に交通事業者が中心となりデジタルチケットの販売
　　 等について協議を重ね、リリースまでに少なくとも２回の実行委員会等を開催し、構成メンバーから
　　 の同意を得て実行に移した。
　→既導入エリアにおいても、福岡エリアでの「乗レール買エールチケット（2022年9月～11月、
　　 約2,100枚販売）」等、地域コンテンツと連携したデジタルチケットの販売等に取り組んだ。
  →また、大分空港利用促進期成会による「大分空港を起点としたMaaS実証実験」においても
　　myrouteが活用されており、九州広域でmyrouteが活用できている。
　→導入エリアでは、路面電車やバス車両などを活用し、交通事業者が連携したPRも実施している。
・官民一体となった九州全域へのMaaS運営スキームの構築
　→2022年8月に発足した「九州MaaSプロジェクト研究会」に参画し、九州・山口９県や主要都市の交通担当
　　部署や交通事業者19社、九州観光機構や九州経済連合会等が集まり、国土交通省や経済産業省
　　等のオブザーバー参加のもと、持続可能なMaaS運営スキーム構築の検討を行っている。
・サービスの高度化に向けた取組みの推進（アプリの大幅なリニューアル）
　→2023年1月28日に、myrouteの大幅なリニューアルを完了。観光やお出かけ情報を前面に出し、
　　移動需用の創出にも資するアプリとなった。
・QRコードを活用したデジタルチケット機能の拡充
　→2023年1月28日から、デジタルチケットの一部をQRコード化し、長崎県内のJR8駅、
　　福岡県内の西鉄4駅にQRコードリーダー端末を設置して順次運用を開始している。
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